
第２部 小委員会等での議論を踏まえた
エネルギー消費量・温室効果ガス排出量等の見通しの試算

（１） シミュレーション分析の基本姿勢

（２）我が国のエネルギー消費量の見通し

（３）各部門における省エネの効果

116



各部門における省エネ・CO2削減の効果

（３）各部門における省エネ・CO2削減の効果
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各部門における省エネの効果について各WGの検討結果を踏まえて示している。

現状把握

・ エネルギー消費構造、需要の推移など

省エネ・CO2削減のベネフィット（定性的効果）

・ 省エネ・CO2削減の実施とともに向上する生活の質や日本経済への影響などについて各WGにおける検討を踏まえて定
性的に記載

対策・施策に関する整理

・ 考えうる対策と定量化できた対策の整理，施策と対策の関係の提示

対策効果の定量化

・ シナリオ・ケース毎のエネルギー消費量やエネルギー削減量について定量的に記載

※各WGの検討では、2020年までに年率２％成長、2030年までに年率１．２％成長という現行のエネルギー基本計画で
想定していたマクロフレームを用いて検討を行っていた。
各WGの検討結果を国立環境研究所AIMプロジェクトチームのモデルで将来推計を行うにあたっては、成長シナリオ
（2020年までに年率１．８％成長、2030年までに年率１．２％成長）、慎重シナリオ（2020年までに年率１．１％成長、
2030年までに年率０．８％成長）の２通りでの計算を行っており、対策導入量として各WGの検討と同様の対策導入量
を見込んだ場合であっても活動量の減少により対策効果（省エネ量）については、各WG検討結果と必ずしも一致しな
い場合がありうる。

第２部 小委員会等での議論を踏まえたエネルギー消費量・温室効果ガス排出量等の見通しの試算



各部門における省エネ・CO2削減の効果 118

＜エネルギー転換部門＞

＜最終エネルギー消費部門＞

① すまい ＝ 家庭部門

② オフィス・店舗など
＝ 業務部門

③ 移動・物流 ＝ 運輸部門

④ ものづくり ＝ 産業部門

⑤ 創エネ
＝ エネルギー転換部門

： 「すまい」の中において消費されるエネルギー量を表現する部門

： 事務所などの仕事場や店舗、飲食店、病院、学校、娯楽施設など個人
サービスを享受する場所で消費されるエネルギー量を表現する部門。

： 「人」の移動や「もの」の運搬のために消費されるエネルギーを表現する
部門

： 原材料から素材を生産したり、素材を加工するために消費されるエネル

ギー（製造業）。たべものづくり（農業・漁業・食料品）、たてものづくり（土
木・建築）、木づくり（林業）のための消費されるエネルギー。これらを表現
する部門

： 最終エネルギー部門において消費されるエネルギーを生産するために
必要とするエネルギーや供給するエネルギーを表現する部門

（３）各部門における省エネ・CO2削減の効果第２部 小委員会等での議論を踏まえたエネルギー消費量・温室効果ガス排出量等の見通しの試算



① すまい ＝ 家庭部門

ポイント

１） 伸び続けてきたエネルギー消費量も近年横ばいの傾向。

２） 施策・対策が着実に実施されることを想定した場合、「すまい」が購入するエネ
ルギー量は2020年で２～３割、2030年で３～５割削減されると推計された。

３）全体の削減に対する太陽光や太陽熱利用の寄与は２割程度。省エネが重要。

４） 「すまい」の省エネには「これだけやればよい」という対策はなく、各用途におけ
る省エネ対策を総動員することが必要。

５） 住宅の断熱化は快適性の向上、疾病リスクの低減につながり、QoLを高める。
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• 家庭部門のエネルギー消費は90年以降増加を続けてきたが、2000年代中盤よりほぼ横ばいの傾向
• ただし、世帯あたりのエネルギー消費量は90年代後半以降は横ばい～減少（家計所得の減少も要因として考え得る）
• 全体の消費量の伸びに対する寄与は、世帯数の伸びの影響が大きいと考えられる

120

（出典）総合エネルギー統計、 EDMCエネルギー・経済統計要覧

現状把握 「すまい」のエネルギー消費の実態
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• 世帯数増の影響は大きい（前述）
• 世帯あたりのエネルギー消費量は、家電の伸びが近年特に大きい。これは家電製品の保有率増による影響が大きいものと

考えられる。ただし2000年代中頃以降は、横ばいからやや減少の傾向にある。

（出典）EDMCエネルギー・経済統計要覧

給湯

暖房

厨房

冷房

カラーテレビ

電気掃除機

電気冷蔵庫

電気洗濯機

電子レンジ

電気
カーペット

DVDレコーダー等

パソコン

温水
便座

空気
清浄機

食器
洗い機

衣類乾燥機

ルームエアコン

（出典）内閣府 消費動向調査 より作成
※一部機器は2004年で調査が終了

121現状把握 「すまい」のエネルギー消費量増加の要因

このスライドは住宅・建築物WGとりまとめ資料を元に作成

（３）各部門における省エネ・CO2削減の効果

家電他

第２部 小委員会等での議論を踏まえたエネルギー消費量・温室効果ガス排出量等の見通しの試算



（出典）2011年度IGES関西研究センターシンポジウム「家庭の冬の節電に向けて」 中上英俊 株式会社住環境計画研究所 代表取締役所長 講演資料（2011.11）
原典：住環境計画研究所（各国の統計データに基き作成） 2010年9月
※注：括弧内は、各国の最新データ年である。 アメリカの調理は、照明・家電・その他に含まれる。日本は、単身世帯を除く二人以上の世帯。日本の調理は暖房給
湯以外ガス・LPG分であり、調理用電力は含まない。 欧州諸国の冷房データは含まれていない。

• わが国の暖房水準は諸外国より低く、暖房エネルギー消費量は低い傾向にある（ただし、気候や機器性能の差も含まれる）。
• 一方、照明、家電等のためのエネルギー消費量は他国より多い。

122現状把握 諸外国と比較したわが国の「すまい」エネルギー消費量

（３）各部門における省エネ・CO2削減の効果第２部 小委員会等での議論を踏まえたエネルギー消費量・温室効果ガス排出量等の見通しの試算
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（出典）総合資源エネルギー調査会基本問題委員会 第11回（2012.2）

※ 2009年度までは2010年度における住宅の断熱水準別戸数分布調査による推計値、
2010年度は住宅エコポイント発行戸数（戸建住宅）、省エネ法の届出調査（共同住宅等）
による推計値（暫定値）

省エネ措置の届出を義務付け（2006年4月～）

住宅エコポイント開始（2010年3月～）
省エネ措置の届出対象を拡大（2010年4月～）

長期優良住宅認定制度（2009年6月施行）

• 平成11年に策定された省エネ基準の適合率は、新築でもまだ3分の1程度
• トップランナー機器制度も、約3分の1の機器が依然として対象外（最終エネルギー消費ベース）

※１．資源エネルギー庁平成21年度民生部門エネルギー消費実態調査（有効回答10,040件）及び
機器の使用に関する補足調査（1,448件）より日本エネルギー経済研究所が試算

※２．本調査では各エネルギー源ともに「ＭＪ」ベースに統一して熱量換算した上で集計･分析を実施。
電力は２次換算値。

（出典）総合資源エネルギー調査会省エネルギー基準部会 第17回（2011.12）

トップランナー
対象機器

123現状把握 「すまい」における省エネ・低炭素化に向けた取り組みの状況

（2009年度）

このスライドは住宅・建築物WGとりまとめ資料を元に作成

（３）各部門における省エネ・CO2削減の効果第２部 小委員会等での議論を踏まえたエネルギー消費量・温室効果ガス排出量等の見通しの試算
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経済経済

生活の質生活の質

安心・安全安心・安全

環境環境

エネルギー途絶時の室内環境維持や

エネルギーの確保 （断熱、PVなど）

室内環境の改善、住宅の高断熱化による

ヒートショック低減等

メンテナンス性向上

（LED化による交換頻度減など）

光熱費・医療費の節約

住宅の不動産価値向上

雇用創出

化石燃料調達に伴
う資金流出の抑制

医療費等削減による公費負担減

産業の国際競争力強化

温室効果ガス
の削減

CSRの推進

QOLの向上 「すまい」の省エネ・CO2削減とともに向上する生活の質

（３）各部門における省エネ・CO2削減の効果第２部 小委員会等での議論を踏まえたエネルギー消費量・温室効果ガス排出量等の見通しの試算



※アンケート調査等に基づくものであり、医学的検証は必ずしも十分でない

（出典）伊香賀俊治、江口里佳、村上周三、岩前篤、星旦二ほか：健康維持がも
たらす間接的便益(NEB)を考慮した住宅断熱の投資評価、日本建築学
会環境系論文集、Vol.76、No.666、pp.735-740、2011.8

室内環境の改善、疾患に対する効果 非常時の室内環境維持
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（出典） 南雄三,（2011）,「ライフラインが断たれた時の暖房と室温低下の実態調査」,
（財）建築環境・省エネルギー機構 CASBEE-健康チェックリスト委員会資料 よ
り作成

※1：アンケート結果一覧をもとに作成。室温の回答に幅がある場合は、平均値を採用。なお、H11年
基準未満の住宅のQ値は、H4年基準レベルと仮定。

※2：青森、岩手、宮城の３県において、3月に実施した調査の結果。グラフには、調査戸数54件のう
ち、停電後1～5日間の室温に関して定量的な回答があったもののみを記載。なおアンケート回
答より、外気温は-5～8℃程度と推測

H11年基準
（Ⅱ・Ⅲ地域）

H11年基準
未満

H11年基準
以上

• 断熱性能向上等により様々な疾患における効果が期待
• H11年基準以上の住宅では、被災後暖房器具が使用できな

い場合でも、室温15℃程度を維持

125QOLの向上 「すまい」の省エネ・CO2削減とともに向上する生活の質－例（１）

疾病
有病割合（%）

転居前 転居後

アレルギー性鼻炎 28.9 21.0 

アレルギー性結膜炎 13.8 9.3 

アトピー性皮膚炎 8.6 3.6 

気管支喘息 7.0 2.1 

高血圧性疾患 6.7 4.5 

関節炎 3.9 1.3 

肺炎 3.2 1.2 

糖尿病 2.6 0.8 

心疾患 2.0 0.4 

このスライドは住宅・建築物WGとりまとめ資料を元に作成

（３）各部門における省エネ・CO2削減の効果第２部 小委員会等での議論を踏まえたエネルギー消費量・温室効果ガス排出量等の見通しの試算
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（出典）伊香賀俊治、江口里佳、村上周三、岩前篤、星旦二ほか：健康維持がもたらす
間接的便益(NEB)を考慮した住宅断熱の投資評価、日本建築学会環境系論
文集、Vol.76、No.666、pp.735-740、2011.8

住宅の不動産価値向上医療費等削減による公費負担減

• 住宅の不動産価値に関する調査によると、環境性能の高い住
宅は不動産価値が高まることが期待される事例も存在

• 健康維持増進効果を考慮すれば、投資回収年数は大幅
に短縮

• 医療費の国庫負担分を考慮すれば、断熱がもたらす便
益はさらに大きい
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分譲価格
0.4～5.9%増※1

標準的な
住宅

環境性能の
高い住宅

購入者の
支払意思額
約195万円※2

（出典）国土交通省：環境価値を重視した不動産市場形成のあり方について
平成２２年３月

※1 ヘドニックアプローチによる分析。東京都マンション環境性能表示、自治体版
CASBEE届出制度（横浜市・川崎市、大阪市・京都市・神戸市）による評価が
なされているマンションのうち価格データとのマッチングが完了しているマン
ションと、届出対象外のマンションの新築分譲時募集価格の比較（調査事例
によって値が異なるため、数値には幅がある）

※2 ＣＶＭによる分析。世帯あたりCO2 排出量を1990 年の世帯あたりCO2 排
出量に比べて25％削減できる新築マンションに対する追加の支払い意思額
思額（光熱費が20 年間で120 万円削減できると仮定）（光熱費の軽減分を控
除すると、CO2 削減に対する支払意思額は約75 万円）

QOLの向上 「すまい」の省エネ・CO2削減とともに向上する生活の質－例（２）

このスライドの左側は住宅・建築物WGとりまとめ資料を元に作成

（３）各部門における省エネ・CO2削減の効果第２部 小委員会等での議論を踏まえたエネルギー消費量・温室効果ガス排出量等の見通しの試算



満足度 × × × ＝ CO2排出量
サービス エネルギー消費量 CO2排出量

満足度 サービス エネルギー消費量

• 冷暖房、照明等のサービス
を生み出すために必要な
エネルギー量を減らす

• CO2原単位の小さいエネル
ギー源の割合を高める

• 室内環境の目標水準を緩
和する、家電等の使用を減
らす

127施策・対策 「すまい」における省エネ・省CO2を達成する手法

＜具体的な手法の例＞

• 自然採光、通風を利用し、冷暖
房、照明機器の利用を削減、

• 高断熱化により熱ロスを低減

• HEMS利用により人がいない空
間へのサービス供給を削減

満足度を改めて見直し

• 暖かさや明るさを低下させ
ずに、機器が供給する冷暖
房・照明の量などを減らす

＜具体的な手法の例＞

• 冷暖房設定温度の緩和、時間
の短縮

• 照明の間引き、照度抑制、手元
照明

• 家電の使用量・時間の削減

＜具体的な手法の例＞

• 高効率機器の導入によりエネ
ルギー消費量を削減

＜具体的な手法の例＞

• 低炭素エネルギーの利用により
化石燃料の消費量を削減

満足度
（暖かさ、明るさ、

娯楽、等）

サービス
（冷暖房、

人工照明、等）

エネルギー消費
（電力、ガス等）

CO2排出量

少ないサービス量で
満足度を得る手法

少ないエネルギーで
サービスを生み出す手法

エネルギー消費量あたり
のCO2排出を減らす手法

（３）各部門における省エネ・CO2削減の効果第２部 小委員会等での議論を踏まえたエネルギー消費量・温室効果ガス排出量等の見通しの試算



128

（☑は2020/30年試算に織り込んだ対策）

施策・対策 「すまい」における対策とモデルの対応の一覧

対策区分 サービス種 対策の方向性 主な対策

①満足度

「涼・暖」 • 室内環境水準の適正化

□着衣量の調整
□機能性下着の着用
□扇風機の利用

「明」・ 「家事・娯楽・情報」
• 室内環境水準の適正化
• 機器の保有・使用量の削減

□照度抑制
□ほうきの利用
□洗濯物の天日干し

②サービス
／満足度

「涼・暖」

• 室内の熱を逃がさない
• 日射遮蔽/取り込み・通風利用等

☑省エネ住宅
□パッシブ技術（日射遮蔽/取込、通風利用、蓄熱等）

• 見える化・自動制御による無駄削減 ☑HEMS

「湯」
• 給湯ロスの削減
• 浴槽・浴室の熱を逃がさない

□節水シャワー

□魔法瓶浴槽

「明」・ 「家事・娯楽・情報」
• 採光利用 □自然採光利用技術

• 見える化・自動制御による無駄削減 ☑HEMS

③エネ／
サービス

「涼・暖」

• 機器のエネルギー効率向上

☑エアコンの効率改善

「湯」
☑高効率給湯器の導入

（ヒートポンプ給湯器、潜熱回収型給湯器、コジェネ）

「明」・ 「家事・娯楽・情報」
☑高効率照明（LED照明等）

☑高効率家電機器

「創エネ・スマートメーター」 ☑太陽光発電の効率向上

④CO2
／エネ

「涼・暖」

• 低炭素エネルギー利用

□バイオマス燃料利用

「湯」 ☑太陽熱温水器

「創エネ・スマートメーター」 ☑太陽光発電

住宅・建築物WG・技術WGの検討を元に作成

（３）各部門における省エネ・CO2削減の効果第２部 小委員会等での議論を踏まえたエネルギー消費量・温室効果ガス排出量等の見通しの試算



H11基準相当への新築時適合義務化 推奨基準相当への新築時適合義務化

ラベリング取得の義務化

トップランナー基準の拡大・継続的見直し

機器のトップランナー基準

サプライヤーオブリゲーション※

100% 100% 100% 100% 100% 100%
0% 30% 30% 0% 50% 60%

4.9 4.9 4.9 6.2 6.2 6.2

現状 2020 2030

対策区分 対策の方向性 主な対策

①満足度 • 室内環境水準の適正化

□着衣量の調整
□機能性下着の着用
□扇風機の利用

②サービス
／満足度

• 室内の熱を逃がさない
• 日射遮蔽/取り込み・通風利用等

☑省エネ住宅
（エネルギー消費約35～66%減（無断熱比））

□パッシブ技術（日射遮蔽/取込、通風利用、蓄熱等）

• 見える化・自動制御による無駄削減 ☑HEMS（エネルギー消費5～15%減）

③エネ／サービス • 機器のエネルギー効率向上
☑エアコンの効率改善

（COP最大約1.7倍（販売ベース、現状比））

④CO2／エネ • 低炭素エネルギー利用 □バイオマス燃料利用

主
な
施
策

省エネ住宅の
普及促進

高効率冷暖房機器の
普及促進

H11基準相当以上

第一推奨基準以上主
な
対
策

省エネ住宅
新築適合率

高効率エアコン
保有効率（実効）

129

（☑は2020/30年試算に織り込んだ対策）

3.7

第二推奨基準以上 0% 0% 0% 0% 0% 12%

15%
0%
0%

※サプライヤーオブリゲーション：エネルギー供給事業者に対し需要家への省エネ支援を義務付ける制度
※「現状」の数値は、モデル計算上の仮の数値を示すものであり、必ずしも実績値と一致するとは限らない

施策・対策 「涼・暖」

高位のみ実施低位～高位で実施 中位～高位で実施

（３）各部門における省エネ・CO2削減の効果

冷房用
2%

暖房用
25%

給湯用
29%厨房用

8%

家電他
36%

第２部 小委員会等での議論を踏まえたエネルギー消費量・温室効果ガス排出量等の見通しの試算



機器のトップランナー基準

トップランナー基準の拡大・継続的見直し

性能が劣る製品の販売制限

高効率機器の業界標準化

サプライヤーオブリゲーション

現状 2020 2030

対策区分 対策の方向性 主な対策

①満足度 － －

②サービス
／満足度

• 給湯ロスの削減
• 浴槽・浴室の熱を逃がさない

□節水シャワー

□魔法瓶浴槽

③エネ／サービス • 機器のエネルギー効率向上 ☑高効率給湯器の導入

（ヒートポンプ給湯器、潜熱回収型給湯器、コジェネ）

④CO2／エネ • 低炭素エネルギー利用 ☑太陽熱温水器

主
な
施
策

高効率給湯器・
太陽熱温水器の

普及拡大

※「現状」の数値は、モデル計算上の仮の数値を示すものであり、必ずしも実績値と一致するとは限らない

主
な
対
策

高効率給湯器
世帯普及率

太陽熱温水器
利用量（原油換算万kL）

130

41% 55% 55% 75% 87% 87%

80万kL 130万kL 170万kL 130万kL 180万kL 220万kL

9%

41万kL

施策・対策 「湯」

（☑は2020/30年試算に織り込んだ対策）

高位のみ実施低位～高位で実施 中位～高位で実施

（３）各部門における省エネ・CO2削減の効果

冷房用
2%

暖房用
25%

給湯用
29%厨房用

8%

家電他
36%

第２部 小委員会等での議論を踏まえたエネルギー消費量・温室効果ガス排出量等の見通しの試算



現状 2020 2030

対策区分 対策の方向性 主な対策

①満足度
• 室内環境水準の適正化
• 機器の保有・使用量の削減

□照度抑制
□ほうきの利用（掃除機を使わない）

□洗濯物の天日干し（乾燥機を使わない）

②サービス
／満足度

• 採光利用 □自然採光利用技術

• 見える化・自動制御による無駄削減 ☑HEMS（エネルギー消費5～15%減）

③エネ／サービス • 機器のエネルギー効率向上

☑高効率照明（LED照明等）
（効率約2.5倍（販売ベース、現状比））

☑高効率家電機器

④CO2／エネ • 低炭素エネルギー利用 －

主
な
対
策

高効率照明
保有効率（10年=100）

主
な
施
策

高効率照明・家電の
普及拡大

機器のトップランナー基準

トップランナー基準の拡大・継続的見直し

性能が劣る製品の販売制限

サプライヤーオブリゲーション

GHG診断受診の原則義務化

131

150 150 150 250 250 250100

高効率家電
エネルギー消費原単位

（09年=100、保有ベース）

84 77 76 80 70 67100

施策・対策 「明」・ 「家事・娯楽・情報」

※「現状」の数値は、モデル計算上の仮の数値を示すものであり、必ずしも実績値と一致するとは限らない

（☑は2020/30年試算に織り込んだ対策）

高位のみ実施低位～高位で実施 中位～高位で実施

（３）各部門における省エネ・CO2削減の効果

冷房用
2%

暖房用
25%

給湯用
29%厨房用

8%

家電他
36%

第２部 小委員会等での議論を踏まえたエネルギー消費量・温室効果ガス排出量等の見通しの試算



HEMS設置を標準化

より高性能なHEMS設置を標準化

固定価格買取制度

GHG診断受診の原則義務化

現状 2020 2030

灯油
18%

LPG
10%

都市ガス
21%

電力
50%

その他
1%

対策の方向性 主な対策

①満足度 －
□ 特別の料金契約に基づく電力逼迫時の強制

的調整

②サービス／満足度 － －

③エネ／サービス • 機器のエネルギー効率向上 ☑ 太陽光発電の効率向上

④CO2／エネ • 低炭素エネルギー利用 ☑ 太陽光発電の導入

主
な
対
策

太陽光発電
ストック容量（万kW）

HEMS
世帯普及率（制御機能あり）

主
な
施
策

HEMSの普及拡大

太陽光発電の普及拡大

132

3% 6% 16% 16% 29% 42%0%

1,400
万kW

1,400
万kW

1,400
万kW

2,800
万kW

2,800
万kW

2,800
万kW330万kW

※「現状」の数値は、モデル計算上の仮の数値を示すものであり、必ずしも実績値と一致するとは限らない

施策・対策 「創エネ＋スマートメーター」

（☑は2020/30年試算に織り込んだ対策）

高位のみ実施低位～高位で実施 中位～高位で実施

（３）各部門における省エネ・CO2削減の効果第２部 小委員会等での議論を踏まえたエネルギー消費量・温室効果ガス排出量等の見通しの試算



133施策・対策 「すまい」における対策導入量（2020年・2030年）

（３）各部門における省エネ・CO2削減の効果

※2005、2010年の数値は、モデル計算上の仮の数値を示すものであり、必ずしも実績値と一致するとは限らない

低位 中位 高位

2020 2030 2020 2030 2020 2030

冷暖房 保有効率(実効) エアコン(冷房時) 2.9 3.7 4.9 6.2 4.9 6.2 4.9 6.2

エアコン(暖房時) 2.3 2.9 3.6 4.3 3.6 4.3 3.6 4.3

給湯 高効率給湯器 世帯普及率 1% 9% 41% 75% 55% 87% 55% 87%

照明 － 100 150 250 150 250 150 250

家電 － 100 84 80 77 70 76 67

住宅外皮 新築割合 H11基準 15% 15% 100% 100% 70% 50% 70% 40%

性能向上 第1推奨基準 0% 0% 0% 0% 30% 50% 30% 48%

第2推奨基準 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 12%

合計 15% 15% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

10 10 30 20 50 30

ストック割合 H11基準 4% 6% 16% 30% 15% 27% 15% 28%

第1推奨基準 0% 0% 0% 0% 1% 7% 1% 7%

第2推奨基準 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

合計 4% 6% 16% 30% 16% 34% 16% 36%

HEMS 世帯普及率 見える化のみ 0% 0% 9% 13% 74% 71% 64% 58%

制御機能付き 0% 0% 3% 16% 6% 29% 16% 42%

制御機能強化 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

再エネ 130 330 1,400 2,800 1,400 2,800 1,400 2,800

59 41 80 130 130 180 170 220

－

保有原単位(09=100)

太陽光発電ストック容量（万kW）

太陽熱利用量(原油換算万kL）

省エネ改修（万戸/年）

20102005

保有効率(2010=100)

第２部 小委員会等での議論を踏まえたエネルギー消費量・温室効果ガス排出量等の見通しの試算
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134対策効果 「すまい」のエネルギー消費量（両シナリオ共通，2020年・2030年）

エネ消費削減率
（10年比）

2020年 2030年

低位 中位 高位 低位 中位 高位

最終エネルギー 18% 24% 25% 28% 36% 40%

購入エネルギー 21% 28% 30% 34% 43% 48%

• 各ケースに応じて施策・対策が着実に実施されることを想定した場合、 「すまい」の最終エネルギー消費量は2010年と比べて、2020年では

18%（低位）、24%（中位）、25%（高位）削減され、2030年では28%（低位）、36%（中位）、40%（高位）削減されると推計された。

• 太陽光や太陽熱を除いた最終エネルギー消費量のうち、購入エネルギー量については2010年と比べて、2020年では21%（低位）、28%（中

位）、30%（高位）削減、2030年では34%（低位）、43%（中位）、48%（高位）削減されると推計された。

購入エネルギー：最終需要部門の外にあるエネルギー供給部門から購入するエ
ネルギーの量。太陽光や太陽熱利用のように各最終需要部門
が自然から直接取り込むエネルギーは含まれない。

（３）各部門における省エネ・CO2削減の効果第２部 小委員会等での議論を踏まえたエネルギー消費量・温室効果ガス排出量等の見通しの試算



135対策効果 「すまい」における対策導入による削減量の内訳（両シナリオ共通，2020年・2030年）

• 2020年では全体の削減の中で家電機器の効率化が大きな割合を占めている。2030年になると各用途における対策が総動員さ

れることで全体的にエネルギー消費量の削減が見込まれている。

• 太陽光や太陽熱利用による化石エネルギー消費量の削減は全体の２割以下であり、住宅外皮性能の向上や機器の効率化など

による省エネルギーが重要。

（３）各部門における省エネ・CO2削減の効果
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太陽熱温水器

厨房機器の効率化

家電機器の効率化

照明機器の効率化

給湯機器の効率化

空調機器の効率化

HEMS髕消費量計測・最適制御）

住宅外皮性能の向上

第２部 小委員会等での議論を踏まえたエネルギー消費量・温室効果ガス排出量等の見通しの試算



② オフィス・店舗など ＝ 業務部門

ポイント

１） 伸び続けてきたエネルギー消費量も近年横ばいの傾向。

２） 施策・対策が着実に実施されることを想定した場合、 「オフィス・店舗など」が購
入するエネルギー量は2020年で0.5～2割程度 、2030年で1.5～4割程度削減
されると推計された。

３） 全体の削減に対する太陽光や太陽熱利用の寄与は最大でも２割程度。省エネ
が重要。

４） 「オフィス・店舗など」の省エネには「これだけやればよい」という対策はなく、各
用途における省エネ対策を総動員することが必要。

５） 建築物の省エネ化は知的生産性の向上や不動産価値の向上につながる。
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12%

暖房用
26%

給湯用
14%

厨房用
11%

動力他
37%

石炭
1%

石油
26%

LPG
3%

都市ガス
26%

電力
43%

その他
1%

• 業務部門のエネルギー消費量は2006年まで増加してきたが、ここ数年はやや減少の傾向。

• エネルギー用途別では、動力他が2分の1。冷暖房が約4分の1を占める。

（出典） 総合エネルギー統計、 EDMCエネルギー・経済統計要覧より作成
※用途別内訳は、総合エネルギー統計に整合するよう一部加工

＜エネルギー種別内訳＞＜用途別内訳（参考）＞

137現状把握 「オフィス・店舗など」のエネルギー消費の実態

2009年2009年

エネルギー消費量
（業務部門全体）

床面積

床面積当たり
エネルギー消費

（３）各部門における省エネ・CO2削減の効果

※ 動力他：照明、エレベータ、OA機器、医療
機器、業務用冷凍冷蔵庫など

（出典）本データは、EDMCエネルギー・経済統計要覧の用途別エネルギー源別エネルギー消

費量データを参考に「総合エネルギー統計」と整合するよう補正したものである。なお、現在日
本には業務部門全体のエネルギー消費量を、業種別・用途別・エネルギー種別に把握し、且
つ日本全体のGHG排出量を推計する基礎データである「総合エネルギー統計」とも整合して捕
捉した統計が存在しない。政府としても2007年度から「エネルギー消費統計」を作成するなど、

実態把握に努めているが、情報はまだ不足している。今回使用したデータでは業務部門の足
元の実態が十分に反映出来てない可能性があることに留意されたい。

第２部 小委員会等での議論を踏まえたエネルギー消費量・温室効果ガス排出量等の見通しの試算
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• エネルギー用途別の消費量をみると、動力他の伸びが大きい。

• 事務所・ビルや卸小売の延べ床面積の伸びが大きいことから、IT化によるOA機器の増加等も加わり、動力他のエネルギー消費が
増加したものと推測される。

（出典）EDMCエネルギー・経済統計要覧より作成
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動力他

給湯

暖房

厨房

冷房

事務所・ビル

卸小売

学校

その他

病院

ホテル・旅館

飲食店

娯楽場

デパート・
スーパー

現状把握 「オフィス・店舗など」のエネルギー消費量増加の要因

（３）各部門における省エネ・CO2削減の効果

※ 動力他：照明、エレベータ、OA機器、医療機器、業務用冷凍冷蔵庫など

第２部 小委員会等での議論を踏まえたエネルギー消費量・温室効果ガス排出量等の見通しの試算



（出典）総合資源エネルギー調査会基本問題委員会 第11回（2012.2）
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※当該年度に建築確認された建築物（2,000㎡以上）のうち、省エネ
判断基準（平成11年基準）に適合している建築物の床面積の割合

省エネ措置の届出を義務付け（2003年4月～）

省エネ措置の届出対象を拡大（2010年4月～）

4%

29%

21%

44%

35%

19%

29%

2%

10%

6%

対策前

対策後

【大規模事業所における照度に関するアンケート結果（執務室を対象）】

【中小規模事業所における照度に関するアンケート結果（従業員エリアを対象）】

2%

16%

12%

19%

55%

50%

49%

14%

19%

16%

1%

4%

14%

15%

11% 4%

昨夏の取組状況

今夏の取組状況

来夏の実施可能性

300lx程度以下 500lx程度 750lx程度 把握できていない1000lx程度以上

回答なし

300lx程度以下 500lx程度 750lx程度
具体的数値の

回答なし1000lx程度以上

（出典）環境省：第6回2013年以降の対策・施策に関する検討小委員会資料
より作成

（N=521）

（N=484）

• 2000年代中頃より、大規模建築物の省エネ基準新築時適合率は大幅に向上。課題は中小ビルの省エネ性能向上。

• 震災前は、照明の照度を高めに設定していた建築物が多いと推測され、震災後には照度を低下させている。

現状把握 「オフィス・店舗など」における省エネ・低炭素化に向けた取り組みの状況

このスライドは住宅・建築物WGとりまとめ資料を元に作成

（３）各部門における省エネ・CO2削減の効果第２部 小委員会等での議論を踏まえたエネルギー消費量・温室効果ガス排出量等の見通しの試算
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エネルギー途絶時の室内環境維持や

エネルギーの確保 （断熱、PVなど）

室内環境の改善、
作業効率の向上

メンテナンス性向上
（LED化による交換頻度減など）

光熱費の節約

テナント入居率の増加

CSRの推進

建築物の不動産価値向上

雇用創出

産業の国際競争力強化

化石燃料調達に伴う
資金流出の抑制

温室効果ガスの削減

災害時の
拠点確保

地域地域 国～世界全体国～世界全体
生活者

（オーナー・テナント等）
生活者

（オーナー・テナント等）
建築物供給者

（デベロッパー等）
建築物供給者

（デベロッパー等）

生
活
の
質
の
向
上
な
ど

生
活
の
質
の
向
上
な
ど

ベネフィットを受ける人ベネフィットを受ける人

経済経済

生活の質生活の質

安心・安全安心・安全

環境環境

QOLの向上 「オフィス・店舗など」の省エネ・CO2削減とともに向上する生活の質

（３）各部門における省エネ・CO2削減の効果第２部 小委員会等での議論を踏まえたエネルギー消費量・温室効果ガス排出量等の見通しの試算



室内環境の改善、作業効率の向上

• 建築物の省エネ化による間接的便益として、作業効率
（知的生産性）の向上による効果は大きい
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（出典）カーボンマイナス・ハイクオリティタウン調査報告書、平成22年3月、
一般社団法人 日本サステナブル・ビルディング・コンソーシアム
【都心中心地域（A地区）の評価事例】

建築物の不動産価値向上

CO2排出量が
少ない建築物に

対する支払意思額

約2,100円/人※1

標準的な
建築物

環境性能の
高い建築物

環境性能認証を
受けている建築物に
対する支払意思額

約1,900円/人※2

（出典）国土交通省：環境価値を重視した不動産市場形成のあり方について
平成２２年３月

※1 標準的なオフィスビルと比較して、環境負荷の低減に関する性能が高い(CO2 排
出量が1990 年と比較して25%削減できる)ビルに対する従業員個人の月々の負
担額。（全回答者の支払意思額の平均を最も低くみた場合の額を示す）

※2 標準的なオフィスビルと比較して環境性能が高く、第三者機関による環境性能認

証を受けているオフィスビルに対する従業員個人の月々の負担額。（全回答者の
支払意思額の平均を最も低くみた場合の額を示す）

• 建築物の不動産価値に関する調査によると、環境性能
の高い建築物は不動産価値が高まることが期待される
事例も存在

QOLの向上 「オフィス・店舗など」の省エネ・CO2削減とともに向上する生活の質－例

このスライドの左部は住宅・建築物WGとりまとめ資料を元に作成

（３）各部門における省エネ・CO2削減の効果第２部 小委員会等での議論を踏まえたエネルギー消費量・温室効果ガス排出量等の見通しの試算



満足度 × × × ＝ CO2排出量
サービス エネルギー消費量 CO2排出量

満足度 サービス エネルギー消費量

• 冷暖房・照明等のサービス
供給に必要なエネルギー
量を減らす

• CO2原単位の小さいエネル
ギー源の割合を高める

• 室内環境の目標水準を緩
和する、動力機器・OA機器
等の使用を減らす

142施策・対策 「オフィス・店舗等」における省エネ・省CO2を達成する手法

＜具体的な手法の例＞

• 自然採光、通風を利用し、冷暖
房、照明機器の利用を削減、タ
スクアンビエント照明

• 高断熱化により熱ロスを低減

• BEMS利用により人がいない空
間へのサービス供給を削減

満足度を改めて見直し
少ないサービス量で
満足度を得る手法

少ないエネルギーで
サービスを生み出す手法

エネルギー消費量あたり
のCO2排出を減らす手法

• 暖かさや明るさを低下させ
ずに、機器が供給する冷暖
房・照明の量などを減らす

＜具体的な手法の例＞

• 冷暖房設定温度の緩和、時間
の短縮

• 換気の適正化

• 照明の間引き、照度抑制、手元
照明

• OA機器等の使用の削減

＜具体的な手法の例＞

• 高効率機器の導入によりエネ
ルギー消費量を削減

＜具体的な手法の例＞

• 低炭素エネルギーの利用により
化石燃料の消費量を削減

満足度
（暖かさ、明るさ、

情報、等）

サービス
（冷暖房、

人工照明、等）

エネルギー消費
（電力、ガス等）

CO2排出量

（３）各部門における省エネ・CO2削減の効果第２部 小委員会等での議論を踏まえたエネルギー消費量・温室効果ガス排出量等の見通しの試算
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（☑は2020/30年試算に織り込んだ対策）

施策・対策 「オフィス・店舗等」における対策とモデルの対応の一覧

対策区分 サービス種 対策の方向性 主な対策

①満足度

「涼・暖」 • 室内環境水準の適正化
□クールビズ・ウォームビズ
□機能性下着の着用
□扇風機の利用

「明」・ 「家事・娯楽・情報」
• 室内環境水準の適正化
• 機器の保有・使用量の削減

☑照度抑制（エネルギー消費約25%減）

□動力機器、コンセント機器の使用を削減

②サービス
／満足度

「涼・暖」

• 室内の熱を逃がさない
• 日射遮蔽/取り込み・通風利用等

☑省エネ建築物
□パッシブ技術（日射遮蔽/取込、通風利用、蓄熱等）

• 見える化・自動制御による無駄削減
☑BEMS
□タスク・アンビエント空調

「湯」
• 給湯ロスの削減

□節水シャワー
□魔法瓶浴槽

• 見える化・自動制御による無駄削減 ☑BEMS

「明」・ 「家事・娯楽・情報」

• 採光利用 □自然採光利用技術

• 見える化・自動制御による無駄削減
☑BEMS
□タスク・アンビエント照明

③エネ／
サービス

「涼・暖」

• 機器のエネルギー効率向上

☑空調機器の効率改善・普及拡大

「湯」
☑高効率給湯器の導入

（ヒートポンプ給湯器、潜熱回収型給湯器、コジェネ）

「明」・ 「家事・娯楽・情報」
☑高効率照明の導入（LED照明等）

☑高効率動力機器の導入

「創エネ・スマートメーター」 ☑太陽光発電の効率向上

④CO2
／エネ

「涼・暖」

• 低炭素エネルギー利用

□バイオマス燃料利用

「湯」 □バイオマス燃料利用

「創エネ・スマートメーター」 ☑太陽光発電の導入

住宅・建築物WG・技術WGの検討を元に作成

（３）各部門における省エネ・CO2削減の効果第２部 小委員会等での議論を踏まえたエネルギー消費量・温室効果ガス排出量等の見通しの試算



冷房用
12%

暖房用
26%

給湯用
14%

厨房用
11%

動力他
37%

現状 2020 2030

対策区分 対策の方向性 主な対策

①満足度 • 室内環境水準の適正化 □クールビズ・ウォームビズ
□機能性下着の着用

□扇風機の利用

②サービス
／満足度

• 室内の熱を逃がさない
• 日射遮蔽/取り込み・通風利用等

☑省エネ建築物
□パッシブ技術（日射遮蔽/取込、通風利用、蓄熱等）

• 見える化・自動制御による無駄削減 ☑BEMS
□タスク・アンビエント空調

③エネ／サービス • 機器のエネルギー効率向上 ☑空調機器の効率改善・普及拡大

④CO2／エネ • 低炭素エネルギー利用 □バイオマス燃料利用

主
な
施
策

省エネ建築物の普及促進

高効率冷暖房機器の
普及促進

主
な
対
策

省エネ建築物
新築適合率

高効率空調機器
電気式の保有効率（実効）

144

（☑は2020/30年試算に織り込んだ対策）

85% 100% 100% 85% 100% 100%

0% 30% 50% 0% 50% 80%

4.1 4.1 4.1 4.2 4.9 4.9

H11基準相当以上

推奨基準

85%

※「現状」の数値は、モデル計算上の仮の数値を示すものであり、必ずしも実績値と一致するとは限らない

0%

3.3

H11基準相当への新築時適合義務化
推奨基準相当への新築時適合義務化

ラベリング取得の義務化

トップランナー基準の拡大・継続的見直し

機器のトップランナー基準

公共建築物に省エネ性能の高い機器の採用を義務化

施策・対策 「涼・暖」

高位のみ実施低位～高位で実施 中位～高位で実施

（３）各部門における省エネ・CO2削減の効果第２部 小委員会等での議論を踏まえたエネルギー消費量・温室効果ガス排出量等の見通しの試算



機器のトップランナー基準

トップランナー基準の拡大・継続的見直し

性能が劣る製品の販売制限

高効率機器の業界標準化

公共建築物に省エネ性能の高い機器の採用を義務化

現状 2020 2030

対策区分 対策の方向性 主な対策

①満足度 • 室内環境水準の適正化 □シャワーのみを利用

②サービス
／満足度

• 給湯ロスの削減
• 浴槽・浴室の熱を逃がさない

□節水シャワー

□魔法瓶浴槽

• 見える化・自動制御による無駄
削減

☑BEMS

③エネ／サービス • 機器のエネルギー効率向上 ☑高効率給湯器の導入

（ヒートポンプ給湯器、潜熱回収型給湯器、コジェネ）

④CO2／エネ • 低炭素エネルギー利用 ☑太陽熱温水器

主
な
施
策

高効率給湯器・
太陽熱温水器の

普及拡大

主
な
対
策

高効率給湯器
給湯比率（太陽熱分を除く）

太陽熱温水器
利用量（原油換算万kL）
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※「現状」の数値は、モデル計算上の仮の数値を示すものであり、必ずしも実績値と一致するとは限らない

2万kL 4万kL 8万kL 5万kL 9万kL 18万kL2万kL

20% 57% 59% 40% 91% 91%0%

施策・対策 「湯」

（☑は2020/30年試算に織り込んだ対策）

高位のみ実施低位～高位で実施 中位～高位で実施

（３）各部門における省エネ・CO2削減の効果

冷房用
12%

暖房用
26%

給湯用
14%

厨房用
11%

動力他
37%

第２部 小委員会等での議論を踏まえたエネルギー消費量・温室効果ガス排出量等の見通しの試算



機器のトップランナー基準

トップランナー基準の拡大・継続的見直し

性能が劣る製品の販売制限

公共建築物に省エネ性能の高い機器の採用を義務化

照明の間引き設定・照度基準の見直し

現状 2020 2030

対策区分 対策の方向性 主な対策

①満足度 • 室内環境水準の適正化 ☑照度抑制（エネルギー消費約25%減）

②サービス
／満足度

• 採光利用 □自然採光利用技術

• 見える化・自動制御による無駄削減 ☑BEMS
□タスク・アンビエント照明

③エネ／サービス • 機器のエネルギー効率向上 ☑高効率照明の導入（LED照明等）
（効率約1.8倍（販売ベース、現状比））

☑高効率動力機器の導入

④CO2／エネ • 低炭素エネルギー利用 －

主
な
対
策

高効率照明
保有効率（2010年=100）

主
な
施
策

高効率照明・動力機器の
普及拡大

146

※「現状」の数値は、モデル計算上の仮の数値を示すものであり、必ずしも実績値と一致するとは限らない

150 150 150 230 230 230100

床面積あたり照明量
（2010年=100）

100 75 75 100 75 75100

施策・対策 「明」・ 「業務・情報」

（☑は2020/30年試算に織り込んだ対策）

高位のみ実施低位～高位で実施 中位～高位で実施

（３）各部門における省エネ・CO2削減の効果

冷房用
12%

暖房用
26%

給湯用
14%

厨房用
11%

動力他
37%

第２部 小委員会等での議論を踏まえたエネルギー消費量・温室効果ガス排出量等の見通しの試算



石炭
1%

石油
26%

LPG
3%

都市ガス
26%

電力
43%

その他
1%

BEMS設置を標準化

固定価格買取制度

コミッショニング等による診断・効果の検証を義務化

現状 2020 2030

対策の方向性 主な対策

①満足度 － □ 特別の料金契約に基づく電力逼迫時の強制
的調整

②サービス／満足度 － －

③エネ／サービス • 機器のエネルギー効率向上 ☑太陽光発電の効率向上

④CO2／エネ • 低炭素エネルギー利用 ☑太陽光発電の導入

主
な
対
策

太陽光発電
ストック容量（万kW）

BEMS
普及率（床面積比）

主
な
施
策

BEMSの普及拡大

太陽光発電の普及拡大

147

※「現状」の数値は、モデル計算上の仮の数値を示すものであり、必ずしも実績値と一致するとは限らない

27% 33% 37% 45% 59% 63%8%

1,200
万kW

2,300
万kW

3,800
万kW

3,800
万kW

6,700
万kW

7,300
万kW50万kW

施策・対策 「創エネ＋スマートメーター」

（☑は2020/30年試算に織り込んだ対策）

高位のみ実施低位～高位で実施 中位～高位で実施
※メガソーラーを含む

（３）各部門における省エネ・CO2削減の効果第２部 小委員会等での議論を踏まえたエネルギー消費量・温室効果ガス排出量等の見通しの試算



148施策・対策 「オフィス・店舗など」における対策導入量（2020年・2030年）

※太陽光発電にはメガソーラーを含む
※2005、2010年の数値は、モデル計算上の仮の数値を示すものであり、必ずしも実績値と一致するとは限らない

（３）各部門における省エネ・CO2削減の効果

低位 中位 高位

2020 2030 2020 2030 2020 2030

空調 2.9 3.3 4.1 4.2 4.1 4.9 4.1 4.9

給湯 - - 20% 40% 57% 91% 59% 91%

照明 - 100 150 230 150 230 150 230

(HID除く) 床面積あたり照明量(2010=100) - 100 100 100 75 75 75 75

建物外皮 新築割合 H11基準相当 56% 85% 85% 85% 70% 50% 50% 20%

性能向上 推奨基準 0% 0% 0% 0% 30% 50% 50% 80%

合計 56% 85% 85% 85% 100% 100% 100% 100%

省エネ改修 (床面積ストック比率） 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.5% 0.3% 1.0% 0.5%

ストック割合 H11基準相当 6% 20% 50% 75% 49% 68% 47% 59%

推奨基準 0% 0% 0% 0% 8% 19% 13% 32%

合計 6% 20% 50% 75% 57% 87% 60% 90%

BEMS 17% 36% 60% 60% 80% 90% 80% 90%

2% 8% 27% 45% 33% 59% 37% 63%

再エネ 20 50 1,200 3,800 2,300 6,700 3,800 7,300

2 2 2 5 4 9 8 18

太陽光発電ストック容量(万kW) *2)

太陽熱利用量(原油換算万kL）

2005

電気式の保有効率

高効率給湯器等の給湯比率

新規導入率（床面積比）

普及率（床面積比）

保有効率(2010=100)

2010

第２部 小委員会等での議論を踏まえたエネルギー消費量・温室効果ガス排出量等の見通しの試算
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149対策効果 「オフィス・店舗など」のエネルギー消費量（成長シナリオ，2020年・2030年）

エネ消費削減率
（10年比）

2020年 2030年

低位 中位 高位 低位 中位 高位

最終エネルギー 3% 9% 11% 8% 20% 26%

購入エネルギー 4% 12% 16% 13% 28% 36%

• 各ケースに応じて施策・対策が着実に実施されることを想定した場合、成長シナリオにおける「オフィス・店舗など」の最終エネルギー消費量は

2010年と比べて、2020年では3%（低位）、9%（中位）、11%（高位）削減され、2030年では8%（低位）、20%（中位）、26%（高位）削減されると

推計された。

• 太陽光や太陽熱を除いた最終エネルギー消費量のうち、購入エネルギー量については2010年と比べて、2020年では4%（低位）、12%（中位）、

16%（高位）削減され、2030年では13%（低位）、28%（中位）、36%（高位）削減されると推計された。

（３）各部門における省エネ・CO2削減の効果

動力他：照明、エレベータ、OA機器、医療機器、業務用冷凍冷蔵庫など

購入エネルギー：最終需要部門の外にあるエネルギー供給部門から購入するエ
ネルギーの量。太陽光や太陽熱利用のように各最終需要部門
が自然から直接取り込むエネルギーは含まれない。

第２部 小委員会等での議論を踏まえたエネルギー消費量・温室効果ガス排出量等の見通しの試算
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150対策効果 「オフィス・店舗など」のエネルギー消費量（慎重シナリオ，2020年・2030年）

エネ消費削減率
（10年比）

2020年 2030年

低位 中位 高位 低位 中位 高位

最終エネルギー 3% 9% 12% 10% 22% 28%

購入エネルギー 5% 12% 17% 15% 31% 38%

• 各ケースに応じて施策・対策が着実に実施されることを想定した場合、慎重シナリオにおける「オフィス・店舗など」の最終エネルギー消費量は

2010年と比べて、2020年では3%（低位）、9%（中位）、12%（高位）削減され、2030年では10%（低位）、22%（中位）、28%（高位）削減されると

推計された。

• 太陽光や太陽熱を除いた最終エネルギー消費量のうち、購入エネルギー量については2010年と比べて、2020年では5%（低位）、12%（中位）、

17%（高位）削減され、2030年では15%（低位）、31%（中位）、38%（高位）削減されると推計された。

動力他：照明、エレベータ、OA機器、医療機器、業務用冷凍冷蔵庫など

購入エネルギー：最終需要部門の外にあるエネルギー供給部門から購入するエ
ネルギーの量。太陽光や太陽熱利用のように各最終需要部門
が自然から直接取り込むエネルギーは含まれない。

（３）各部門における省エネ・CO2削減の効果第２部 小委員会等での議論を踏まえたエネルギー消費量・温室効果ガス排出量等の見通しの試算



151対策効果 「オフィス・店舗など」における対策導入による削減量の内訳（2020年・2030年）
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• 2020年・2030年ともに全体の削減の中で大きな割合を占めている対策はなく、各用途における対策が総動員されることで全体のエネル

ギー消費量が削減されることが見込まれている。

• 太陽光や太陽熱利用による化石エネルギー消費量の削減は全体の２割程度であり、外皮性能の向上や機器の効率化などによる省エネル

ギーが重要。

注）中位ケースと高位ケースにおいて照明の削減量が小さくなっているが、これはBEMSの普及や照明適正化により点灯時間や照明の数が削減されるた
め、高効率化による削減量が小さくなることによるものであって、効率化の進展が低下したためではない。

（二次換算値）
（メガソーラー含む）

（消費量計測・最適制御）

（３）各部門における省エネ・CO2削減の効果第２部 小委員会等での議論を踏まえたエネルギー消費量・温室効果ガス排出量等の見通しの試算



③ 移動・物流 ＝ 運輸部門

ポイント

１） 伸び続けてきたエネルギー消費量も近年減少傾向。

２） 施策・対策が着実に実施されることを想定した場合、 「移動・物流」のために必
要なエネルギー量は2020年で9～13%（成長）・ 11～16%（慎重）削減され、
2030年で24～33%（成長）・ 28～36%（慎重）削減されると推計された。

３） そのような削減が実現されている社会では、乗用車は2020年において1～2
割、2030年において3～5割が次世代自動車。重量車については2020年に
おいて3～4割、2030年には８割が次世代自動車。

４） エコドライブは交通事故を低減に繋がったり、次世代自動車は災害に強い自立
拠点や電力需給調整を担うことで、省エネ以外のベネフィットを有する。
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ガソリン
79%

ジェット油

6%

軽油
6%

重油
2%

LPG
3%

潤滑油
1%

電力

3%

自家用乗用車
（家計利用寄与）

56%自家用乗用車
（企業利用寄与）

26%

営業用乗用車

／タクシー
3%

バス
3%

鉄 道
3%

船 舶
3%

航 空
6%

● 人の移動に伴うエネルギー消費の推移 ● エネルギー消費量 ：輸送手段別・エネルギー種別内訳

2009年2009年

（出典）上記グラフは経済産業省「総合エネルギー統計」・日本エネルギー経済研究所「エネルギー・経済統計要覧」より作成

＜エネルギー種別内訳＞＜輸送手段別内訳＞

・人の移動に伴うエネルギー消費は1990年以降、乗用自動車による移動の伸びにつれて増加したが、2000年をピークとして、その後、

減少傾向にある。

・ 人の移動に伴うエネルギー消費のうち、８割が自家用乗用車によるものである。また、エネルギー種については８割がガソリンである。

153現状把握 人の移動に伴うエネルギー消費の構造
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（３）各部門における省エネ・CO2削減の効果第２部 小委員会等での議論を踏まえたエネルギー消費量・温室効果ガス排出量等の見通しの試算
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● エネルギー消費量の内訳

2009年
2009年

＜エネルギー種別内訳＞＜輸送手段別内訳＞

現状把握 物流に伴うエネルギー消費の構造 154

・貨物自動車による輸送の伸びに比べて、移動距離が抑えられたことによって、物流のエネルギー消費量は1995年をピークとして、そ

の後、減少傾向にある。

・ 物流のエネルギー消費のうち、９割が貨物自動車によるものである。また、エネルギー種については７割近くが軽油である。
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（出典）上記グラフは経済産業省「総合エネルギー統計」・日本エネルギー経済研究所「エネルギー・経済統計要覧」より作成

（３）各部門における省エネ・CO2削減の効果第２部 小委員会等での議論を踏まえたエネルギー消費量・温室効果ガス排出量等の見通しの試算
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運転環境の向上（静音性・加速性）
（次世代自動車）
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資金流出の抑制

温室効果ガスの削減

地域地域 国～世界全体国～世界全体
生活者

（自動車保有者）
生活者

（自動車保有者）

生
活
の
質
な
ど
の
向
上

生
活
の
質
な
ど
の
向
上

ベネフィットを受ける人ベネフィットを受ける人

経済経済

生活の質生活の質

安心・安全安心・安全

環境環境

QOLの向上 「移動」「物流」の省エネ・CO2削減とともに向上する生活の質

自動車保有に伴う支出の低減
（カーシェアリング）

燃料費支出の低減 （燃費のよい自動車）

非常時の電源供給機能提供 （次世代自動車）

災害に強い自立拠点・電力需給調整 （次世代自動車）

交通事故の低減 （エコドライブ）

駐車スペースの削減 （カーシェアリング）

プローブ情報の高度利用化

（３）各部門における省エネ・CO2削減の効果

大気質の改善

第２部 小委員会等での議論を踏まえたエネルギー消費量・温室効果ガス排出量等の見通しの試算



次世代自動車：大気質改善

• 次世代自動車は燃費の向上とともに大気汚染物質の排
出や騒音の発生の低減につながる。

156

（出典）自動車WGとりまとめ資料より引用

次世代自動車：非常時の電源供給機能の提供

• EV、HV、PHVなどは非常時の停電対応として、パソコン、
電話などの電源供給機能の役割が期待される。

QOLの向上 「移動」「物流」の省エネ・CO2削減とともに向上する生活の質－例（１）

（出典）自動車WGとりまとめ資料より引用

EV：電気自動車、HV・HEV：ハイブリッド自動車、PHV：プラグインハイブリッド自動車

（３）各部門における省エネ・CO2削減の効果第２部 小委員会等での議論を踏まえたエネルギー消費量・温室効果ガス排出量等の見通しの試算



エコドライブ：燃費向上と交通事故低減

• トラック事業者を対象に燃費向上と交通事故低減関係が
示されている。
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（出典）自動車WGとりまとめ資料より引用

カーシェアリング：走行量と車輌スペースの削減

• 駐車車両が減少すれば、居住域の利用可能な面積が増
加する。

QOLの向上 「移動」「物流」の省エネ・CO2削減とともに向上する生活の質－例（２）

（出典）自動車WGとりまとめ資料より引用

（３）各部門における省エネ・CO2削減の効果第２部 小委員会等での議論を踏まえたエネルギー消費量・温室効果ガス排出量等の見通しの試算



満足度 × × × ＝ CO2排出量
サービス エネルギー消費量 CO2排出量

満足度 サービス エネルギー消費量

158施策・対策 「移動」「物流」における省エネ・省CO2を達成する手法

満足度を改めて見直し
少ないサービス量で
満足度を得る手法

少ないエネルギーで
サービスを生み出す手法

エネルギー消費量あたり
のCO2排出を減らす手法

満足度
（目的地に行く、
ものを届ける）

サービス
（車・鉄道・航空機
等による移動量）

エネルギー消費

（電力、ガソリン
等）

CO2排出量

• 輸送距離あたりのエネル
ギー消費量を減らす

• CO2原単位の小さいエネル
ギー源の割合を高める

• 人の移動量、ものの輸送
量を減らす

＜具体的な手法の例＞

• 交通流対策により無駄な移動を
減らす

• 公共交通機関を利用する

• 目的地までの移動にかか
る道のり・時間を短縮する

• 輸送効率に優れた輸送機
関を利用する

＜具体的な手法の例＞

• テレビ会議など、移動を伴わず
に目的を達成する

＜具体的な手法の例＞

• 燃費を改善する

＜具体的な手法の例＞

• EV、バイオ燃料を使う

（３）各部門における省エネ・CO2削減の効果第２部 小委員会等での議論を踏まえたエネルギー消費量・温室効果ガス排出量等の見通しの試算



159

（☑は2020/30年試算に織り込んだ対策）

施策・対策 「移動」「物流」における対策とモデルの対応の一覧

対策区分 サービス種 対策の方向性 主な対策

①満足度

「人の移動」
• 移動目的の見直しによる移動量の削減
• レンタル・リースの普及・拡大

□ テレビ会議
☑ カーシェアリング

「物流」

②サービス
／満足度

「人の移動」
• 効率的な輸送手段の組み合わせ

□ 交通流対策
□ 公共交通機関の利用
□ スマホによるタクシー配車「物流」

③エネ／
サービス

「人の移動」
• 輸送機器のエネルギー効率向上

☑ 自動車燃費改善・次世代自動車の普
及（EV・HV・PHV・FCV）

☑ エコドライブ「物流」

④CO2
／エネ

「人の移動」
• 低炭素エネルギー利用 ☑ バイオ燃料

「物流」

自動車WG・技術WGの検討を元に作成

（３）各部門における省エネ・CO2削減の効果第２部 小委員会等での議論を踏まえたエネルギー消費量・温室効果ガス排出量等の見通しの試算



バイオ燃料の供給・流通体制の整備促進

EVカーシェアリングの普及支援

E10燃料規格の整備

エコドライブ実践のインセンティブ付与

段階的強化燃費基準の早期・超過達成

よりきめ細かく環境負荷に応じた税制上のインセンティブの付与

対策区分 対策の方向性 主な対策

① 満足度
• 移動目的の見直しによる移動量の削減
• レンタル・リースの普及・拡大

□ テレビ会議
☑ カーシェアリング

②サービス／満足度 • 効率的な輸送手段の組み合わせ □ 交通流対策

③エネ／サービス • 輸送機器のエネルギー効率向上

☑ 自動車燃費改善・次世代自動車の普及
（EV・HV・PHV・FCV）

☑エコドライブ

④CO2／エネ • 低炭素エネルギー利用 ☑ バイオ燃料

高位のみ実施低位～高位で実施

主
な
施
策

乗用車の単体対策

主
な
対
策

次世代自動車販売シェア

エコドライブ実施率

カーシェアリング参加率

バイオ燃料

自動車の低炭素利用

燃料の低炭素化

30% 45% 50% 66% 90% 90%

10% 20% 30% 15% 25% 40%

0.8% 1.0% 1.5% 0.9% 1.2% 1.7%

70万kL 70万kL 70万kL 70万kL 70万kL 150万kL

現状 2020 2030

（☑は2020/30年試算に織り込んだ対策）

自家用乗用車
（家計利用寄与）

56%自家用乗用車
（企業利用寄与）

26%

営業用乗用車

／タクシー
3%

バス
3%

鉄 道
3%

船 舶
3%

航 空
6%

中位～高位で実施

施策・対策 「人の移動に伴う自動車利用」

（大規模人口集積地区）

（貨物車の消費も含めた値）
（原油換算値）

（３）各部門における省エネ・CO2削減の効果
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第２部 小委員会等での議論を踏まえたエネルギー消費量・温室効果ガス排出量等の見通しの試算



営業用貨物

自動車

46%自家用貨物

自動車

（貨物輸送寄与）

33%

自家用貨物

自動車

（乗員輸送寄与）

12%

鉄 道
0%

船 舶

7%

航 空
2%

バイオ燃料の供給・流通体制の整備促進

プローブ情報*1 を活用したエコドライブ支援

NGV充電施設の整備

エコドライブ実践のインセンティブ付与

段階的強化燃費基準の早期・超過達成

よりきめ細かく環境負荷に応じた税制上のインセンティブの付与

対策区分 対策の方向性 主な対策

① 満足度 • 移動目的の見直しによる移動量の削減 □ 配送先の共有化

②サービス／満足度 • 効率的な輸送手段の組み合わせ

□ 交通流対策
□ モーダルシフト
□ 共同配送

③エネ／サービス • 輸送機器のエネルギー効率向上

☑ 自動車燃費改善・次世代自動車の普及
（EV・HV・PHV・FCV・クリーンディーゼル）

☑ エコドライブ

④CO2／エネ • 低炭素エネルギー利用 ☑ バイオ燃料

高位のみ実施低位～高位で実施

主
な
施
策

貨物車の単体対策

主
な
対
策

走行台キロあたり燃料消費

161

エコドライブ実施率

バイオ燃料

自動車の低炭素利用

燃料の低炭素化

10% 11% 11% 38% 41% 42%

20% 40% 50% 25% 45% 65%

70万kL 70万kL 70万kL 70万kL 70万kL 150万kL

現状 2020 2030

（☑は2020/30年試算に織り込んだ対策）

中位～高位で実施

（乗用車の消費も含めた値）
（原油換算値）

（緑ナンバー自動車の利用者）

*1  車両を通じて収集される位置・時刻・路面状況などのデータであり、渋滞情報等に加工することが可能。

施策・対策 「物流に伴う自動車利用」

（３）各部門における省エネ・CO2削減の効果第２部 小委員会等での議論を踏まえたエネルギー消費量・温室効果ガス排出量等の見通しの試算



162施策・対策 次世代自動車のエネルギー効率の比較

（出典）自動車WGとりまとめ資料より作成

※ 一次エネルギー： 石油・石炭・天然ガス等の化石燃料、原子力の燃料であるウラン、水力・太陽・地熱等の自然エネルギー等自然から直接得られるエネルギー
※ 二次エネルギー： 電気・ガソリン・都市ガス等、一次エネルギーを変換や加工して得られるエネルギー

（３）各部門における省エネ・CO2削減の効果

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0 6.0 

ガソリン自動車

電気自動車

ストロングハイブリッド自動車

マイルドハイブリッド自動車

プラグインハイブリッド自動車

燃料電池自動車

クリーンディーゼル

燃費 （ガソリン自動車＝1.0）

電力二次換算ベース (1kWh=3.6MJ)

電力一次換算ベース (1kWh=8.9MJ)

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0 6.0 

ディーゼル自動車

電気自動車

都市内ハイブリッド自動車

長距離ハイブリッド自動車

天然ガス自動車

燃料電池自動車

燃費 （ディーゼル重量車＝1.0）

電力二次換算ベース (1kWh=3.6MJ)

電力一次換算ベース (1kWh=8.9MJ)

第２部 小委員会等での議論を踏まえたエネルギー消費量・温室効果ガス排出量等の見通しの試算



低燃費機へ転換促進

革新的な省エネ技術の実用化に向けた研究開発

低燃費船へ転換促進・省エネ運航手法の実践支援

革新的な省エネ技術の実用化に向けた研究開発

省エネ車両の導入促進（促進税制の導入など）

革新的な省エネ技術の実用化に向けた研究開発

対策区分 対策の方向性 主な対策

① 満足度 • 移動目的の見直しによる移動量の削減 □ テレビ会議

②サービス／満足度 • 効率的な輸送手段の組み合わせ □ 交通流対策

③エネ／サービス • 輸送機器のエネルギー効率向上 ☑ 鉄道・船舶・航空のエネルギー効率改善

④CO2／エネ • 低炭素エネルギー利用 □ バイオ燃料

高位のみ実施低位～高位で実施

主
な
施
策

鉄道対策

主
な
対
策

鉄道対策

163

船舶対策

航空対策

船舶対策

航空対策

4% 6% 7% 4% 7% 12%

現状 2020 2030

（☑は2020/30年試算に織り込んだ対策）

中位～高位で実施

*1  車両を通じて収集される位置・時刻・路面状況などのデータであり、渋滞情報等に加工することが可能。

自家用乗用車
（家計利用寄与）

56%自家用乗用車
（企業利用寄与）

26%

営業用乗用車

／タクシー
3%

バス
3%

鉄 道
3%

船 舶
3%

航 空
6%

営業用貨物

自動車

46%自家用貨物

自動車

（貨物輸送寄与）

33%

自家用貨物

自動車

（乗員輸送寄与）

12%

鉄 道
0%

船 舶
7%

航 空
2%

2% 10% 14% 4% 16% 34%

10% 14% 20% 15% 18% 33%

施策・対策 「移動・物流に伴う鉄道・船舶・航空利用」

（エネルギー消費原単位 2005年比）

（ 〃 ）

（ 〃 ）

（３）各部門における省エネ・CO2削減の効果第２部 小委員会等での議論を踏まえたエネルギー消費量・温室効果ガス排出量等の見通しの試算



164施策・対策 自動車販売台数の想定

（３）各部門における省エネ・CO2削減の効果

※EV：電気自動車、HV：ハイブリッド自動車、S-HV：ストロングハイブリッド自動車、M-HV：マイルドハイブリッド自動車、
PHV：プラグインハイブリッド自動車、FCV：燃料電池自動車、CD:クリーンディーゼル自動車、NGV：天然ガス自動車

乗用車計 貨物車＋バス

在来 EV S-HV M-HV PHV FCV CD 合計 在来 EV 都市内
HV

長距離
HV NGV FCV クリー

ンD 合計

低位
2020 2,856 389 554 18 189 11 28 4,045 450 69 21 0 21 0 264 826

2030 1,737 1,028 537 15 453 116 39 3,926 321 210 36 2 38 2 188 797

中位
2020 2,277 589 776 25 323 16 39 4,045 423 96 21 0 21 0 264 826

2030 859 1,442 752 21 634 163 55 3,926 246 285 36 2 38 2 188 797

高位
2020 1,955 842 776 25 392 16 39 4,045 364 164 32 0 32 1 232 826

2030 828 1,519 752 21 643 163 0 3,926 230 296 51 5 53 6 156 797

第２部 小委員会等での議論を踏まえたエネルギー消費量・温室効果ガス排出量等の見通しの試算



165施策・対策 次世代自動車導入率（ストック）（再掲）
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10%

20%
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90%

100%

固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位

2010 2020 2030

従来自動車

燃料電池自動車

クリーンディーゼル自動車

プラグインハイブリッド自動車

マイルドハイブリッド自動車

ストロングハイブリッド自動車

電気自動車

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位

2010 2020 2030

従来自動車

燃料電池自動車

クリーンディーゼル自動車

中距離天然ガス自動車

都市内天然ガス自動車

長距離ハイブリッド自動車

都市内ハイブリッド自動車

電気自動車

• 乗用車については2020年において１～２割、2030年において３～５割が次世代自動車。重量車については2020年において
３～４割、2030年には８割が次世代自動車。

• 近年、自動車の耐久性に伴い従来よりも寿命が延びてきており、購入時の判断が長期間（十数年）にわたり影響を及ぼす
にようになっている。

（３）各部門における省エネ・CO2削減の効果第２部 小委員会等での議論を踏まえたエネルギー消費量・温室効果ガス排出量等の見通しの試算



166対策効果 「移動・物流」のエネルギー消費量（成長シナリオ，2020年・2030年）

• 各ケースに応じて施策・対策が着実に実施されることを想定した場合、成長シナリオにおける「移動・物流」の最終エネルギー消費量

は2010年と比べて、2020年では9%（低位）、11%（中位）、13%（高位）削減され、2030年では24%（低位）、29%（中位）、33%（高

位）削減されると推計された。

（３）各部門における省エネ・CO2削減の効果
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第２部 小委員会等での議論を踏まえたエネルギー消費量・温室効果ガス排出量等の見通しの試算



167対策効果 「移動・物流」のエネルギー消費量（慎重シナリオ，2020年・2030年）

• 各ケースに応じて施策・対策が着実に実施されることを想定した場合、慎重シナリオにおける「移動・物流」の最終エネルギー消費量

は2010年と比べて、2020年では11%（低位）、14%（中位）、16%（高位）削減され、2030年では28%（低位）、33%（中位）、36%（高

位）削減されると推計された。

（３）各部門における省エネ・CO2削減の効果
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第２部 小委員会等での議論を踏まえたエネルギー消費量・温室効果ガス排出量等の見通しの試算



168対策効果 「移動・物流など」における対策導入による削減量の内訳（2020年・2030年）

• 2020年・2030年ともに乗用自動車・貨物自動車の単体対策の効果は大きい。エコドライブも省エネ効果が見込まれる。

（３）各部門における省エネ・CO2削減の効果
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第２部 小委員会等での議論を踏まえたエネルギー消費量・温室効果ガス排出量等の見通しの試算



④ ものづくり ＝ 産業部門

ポイント

１） エネルギー消費量は横ばい。

２） 素材産業の削減は2030年頃から革新的技術による削減が始まると見込まれ

る。また、産業用ヒートポンプや低炭素工業炉などの業種横断機器による削減
は素材産業の削減を上回る効果が見込まれる。

３）「ものづくり」は製造工程における省エネを進めるとともに、「すまい」や「移動」
に対して省エネ機器を提供する役割を担う。さらに国内に留まらず、世界に低
炭素機器等を提供することにより、わが国のグリーン成長につなげていくこと
が重要。
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● ものづくりに伴うエネルギー消費の推移 ● エネルギー消費量 ・エネルギー種別内訳

＜エネルギー種別内訳＞＜業種別内訳＞

非製造業

7%
紙パルプ

6%

化学

38%

窯業土石

5%

鉄鋼

26%

機械

6%

他業種･中

小製造業
12%

非エネルギー利用

石炭

24%

石油

45%

ガス

4%

電力

17%

熱

10%

その他

0%

非エネルギー利用

2009年 2009年

・非製造業 ＝農林水産業・鉱業・建設業

・ ものづくりに伴うエネルギー消費は1990年以降、横這いに推移。（2008年・2009年はリーマンショックに伴い、生産活動が低下し、エ

ネルギー消費量が低下）

・ 製造業生産指数１単位あたりのエネルギー消費原単位は1990年以降横ばい。

現状把握 「ものづくり」に伴うエネルギー消費の構造

生産指数：鉱業及び製造工業を対象に生産・出荷・在庫などの動向を毎月把握するため、それらの数量について、基準年1の平均を100 として指数化したもの。
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00
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製造業生産指数

製造業生産指数当たりエネルギー消費原単位

産業部門エネルギー消費量

製造業エネルギー消費量

（出典）上記グラフは経済産業省「総合エネルギー統計」・日本エネルギー経済研究所「エネルギー・経済統計要覧」より作成

（３）各部門における省エネ・CO2削減の効果第２部 小委員会等での議論を踏まえたエネルギー消費量・温室効果ガス排出量等の見通しの試算



原材料

素材製品
（高張力鋼・炭素繊維・エコガラス等）

生活品など
住宅・建築物

社会基盤

171

機 械
（省エネ家電・エコカー・太陽
光発電・高効率モータなど）

［ 製造工程 ］

［ 製造工程 ］

［ 製造工程 ］

［ 製造工程 ］

プロセス
イノベーション

プロダクト
イノベーション

システム＆オペレーション イノベーション

サービス

市 場

R&
D資

金

プロセス
イノベーション

プロダクト
イノベーション

将来像 「ものづくり」によるグリーン成長

エネルギー網 仕事場

地 域

交通網・物流網すまい

低炭素ビジネスWGの検討を参考に作成

（３）各部門における省エネ・CO2削減の効果第２部 小委員会等での議論を踏まえたエネルギー消費量・温室効果ガス排出量等の見通しの試算



非製造業

7%
紙パルプ

6%

化学

38%

窯業土石

5%

鉄鋼

26%

機械

6%

他業種･中

小製造業
12%

非エネルギー利用

BATに基づく企業別の排出削減目標の設定など

自主的な省エネ行動の着実な実施と政府の関与による評価・検証

BATの拡充を図り、企業別の排出削減目標の更なる強化

グリーンディール・エコプレミアムの導入

トップランナー制度の充実

対策区分 対策の方向性 主な対策

① 満足度・ビジネス
スタイル

• 再生可能エネルギーの豊富な場所への移動

②サービス／満足度
• 素材利用量を削減する技術およびシステム
• 電炉から高付加価値製品が生産可能な技術
• 需要に応じて無駄な生産・調達・在庫を減らすシステム

□ サプライチェーンマネジメント（SCM）

③エネ／サービス
• 世界トップランナーを達成する革新的技術の開発
• 汎用機器の世界トップランナー効率の実現

☑ 素材生産のための革新的技術
☑ 高効率汎用機器

④CO2／エネ
• 産業用CCS技術の開発
• 必要な温度帯に適した加温装置の適用

□ 産業用CCS
☑ 燃料のガス転換，産業用HP

高位のみ実施低位～高位で実施

主
な
施
策

プロダクトイノベーション
関連イノベーション

主
な
対
策

鉄鋼業

172

窯業・土石製品

パルプ・紙・紙加工品製造業

化学工業

156 → → 336 → →

18 → → 46 → →

58 → → 58 → →

50 → → 94 → →

現状 2020 2030
（☑は2020/30年試算に織り込んだ対策）

中位～高位で実施

施策・対策 「ものづくり」

プロセスイノベーション

ホワイト証書、製造・販売・輸入禁止基準の強化

業種横断的技術 205 249 294 571 679 787

（対策技術の導入による削減量， 万kL）

（ 〃 ）

（ 〃 ）

（ 〃 ）

（ 〃 ）

（３）各部門における省エネ・CO2削減の効果第２部 小委員会等での議論を踏まえたエネルギー消費量・温室効果ガス排出量等の見通しの試算



173施策・対策 「ものづくり」における対策の一覧

業種

省エネ量（原油換算万kL）

主な対策2020年 2030年

低位・中位・高位 低位・中位・高位

鉄鋼業 156 336
電力需要設備の効率改善，廃プラ利用，発電効率改善，次世代コーク
ス製造技術，省エネ設備の増強，革新的製鉄プロセス，環境調和型製
鉄プロセス

窯業･土石製品 18 46
省エネルギー設備導入，熱エネルギー代替廃棄物（廃プラ等）利用技
術，革新的セメント製造プロセス，ガラス溶融プロセス，革新的省エ
ネセラミックス製造技術

パルプ･紙･紙
加工品製造業

58 58 高効率古紙パルプ製造技術，高温高圧型黒液回収ボイラ，廃材・バー
ク等利用技術

化学工業 50 94
石油化学の省エネプロセス技術，その他化学製品の省エネプロセス技
術，ナフサ接触分解技術，バイオマスコンビナート，膜による蒸留プ
ロセスの省エネルギー化技術

業種横断技術 205・249・294 571・679・787 高効率空調，産業HP（加温・乾燥），産業用照明，低炭素工業炉，産
業用モータ，高性能ボイラ

建設 11 44 ハイブリッド建機

農業 18・18・51 31・31・102
作物乾燥機具・農機具の効率改善，省エネ型温室，温室ヒートポンプ，
林業機械の効率改善，漁船の効率改善，作物乾燥機具・農機具の省エ
ネ利用，漁船の省エネ航法，LED集魚灯，電動漁船

産業用CGS 1,100万kW 1,670万kW （現状 740万kW）

（３）各部門における省エネ・CO2削減の効果

※ 鉄鋼、セメント、化学、製紙の削減量については「産業界ヒアリング 政府による試算結果（資源エネルギー庁・環境省）」より引用

第２部 小委員会等での議論を踏まえたエネルギー消費量・温室効果ガス排出量等の見通しの試算



174対策効果 「ものづくり」のエネルギー消費量（成長シナリオ，2020年・2030年）

注） 左図は自家発電、蒸気についてそれぞれ消費電力量、蒸気消費量で計上、右図はそれぞれ電力または蒸気の生産のために消費される燃料の量で計上している。
そのために左右の図で合計値に違いが生じている。

• 各ケースに応じて施策・対策が着実に実施されることを想定した場合、成長シナリオにおける「ものづくり」の最終エネルギー消費量

は2010年と比べて、2020年では5%（低位）、5%（中位）、5%（高位）増加し、2030年では4%（低位）、3%（中位）、 2 %（高位）増加

すると推計された。

（３）各部門における省エネ・CO2削減の効果
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第２部 小委員会等での議論を踏まえたエネルギー消費量・温室効果ガス排出量等の見通しの試算
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注） 左図は自家発電、蒸気についてそれぞれ消費電力量、蒸気消費量で計上、右図はそれぞれ電力または蒸気の生産のために消費される燃料の量で計上している。
そのために左右の図で合計値に違いが生じている。

• 各ケースに応じて施策・対策が着実に実施されることを想定した場合、慎重シナリオにおける「ものづくり」の最終エネルギー消費量

は2010年と比べて、2020年では0%（低位）、1%（中位）、1%（高位）減少し、2030年では6%（低位）、6%（中位）、7%（高位）減少す

ると推計された。

対策効果 「ものづくり」のエネルギー消費量（慎重シナリオ，2020年・2030年）

（３）各部門における省エネ・CO2削減の効果
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176対策効果 「ものづくり」における対策導入による削減量の内訳（2020年・2030年）

• 素材産業は革新的技術の普及が始まる2030年には削減量が大きくなることが見込まれる。また、産業用ヒートポンプや低炭素工

業炉などの業種横断機器による削減も2030年には大きくなることが見込まれている。

（３）各部門における省エネ・CO2削減の効果
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第２部 小委員会等での議論を踏まえたエネルギー消費量・温室効果ガス排出量等の見通しの試算



⑤ 創エネ

エネルギー転換部門

＝
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地域地域 国～世界全体国～世界全体生活者生活者 エネルギー産業エネルギー産業

生
活
の
質
な
ど
の
向
上

生
活
の
質
な
ど
の
向
上

ベネフィットを受ける人ベネフィットを受ける人

経済経済

安心・安全安心・安全

環境環境

非常時のエネルギー
確保

雇用創出

化石燃料調達に伴う
資金流出の抑制

産業の国際競争力強化

温室効果ガスの削減

エネルギー自給率の向上

地域の活性化
・地域に根ざしたエネル

ギービジネスの発展

QOLの向上 「再生可能エネルギー」の導入・CO2削減とともに向上する生活の質

（３）各部門における省エネ・CO2削減の効果第２部 小委員会等での議論を踏まえたエネルギー消費量・温室効果ガス排出量等の見通しの試算



革新的技術・未利用エネルギー技術の開発

自然環境、地域環境、社会などに適した技術の開発

事業用電力に対して内部収益率（IRR) 8%の水準での固定価格買取制度

事業用電力に対して内部収益率（IRR) 6～8%の水準での固定価格買取制度

対策区分 対策の方向性 主な対策

① 満足度 • 再生可能エネルギーの豊富な場所への移動

②サービス／満足度 • 需要側の満足度を維持しつつ供給条件を緩和する技術の開発
△ 消費電力の見える化
△ 需要の能動化

③エネ／サービス • 機器のエネルギー効率向上 ☑太陽光発電の効率向上

④CO2／エネ
• 自然エネルギーを最大限に活用できるような多様なエネルギー発電技術の開発
• 限りなくゼロエミッションの熱供給

☑ 太陽光発電、風力発電、地熱発電、バイ

オマス発電、海洋エネルギー発電、中小
水力発電

⑤低炭素エネルギー利
用管理技術

• 再生可能エネルギーを最大限に活用し、限りなくゼロエミッションな電源に近づく
ことをめざす電力需給調整システムの開発

• レアメタル使用率の極めて小さい機器の開発、リサイクル・リユースシステム

高位のみ実施低位～高位で実施

主
な
施
策

経済的措置

主
な
対
策

179

現状 2020 2030（☑は2020/30年試算に織り込んだ対策）

中位～高位で実施

施策・対策 「再生可能エネルギー」

技術開発

事業用電力に対して内部収益率（IRR) 8～10%の水準での固定価格買取制度

バイオマス発電

太陽光発電

風力発電

海洋エネルギー発電

459 556 653 459 571 682

2625 3700 5200 6591 9500 10060

750 1110 1150 2130 2880 3250

0 0 0 150 207 349

太陽熱温水器 80 131 178 137 190 242

中小水力

地熱発電

962 1047 1152 1012 1328 1643

80 80 80 199 208 221

409万kW

337万kW

244万kW

0万kW

55万kL

955万kW

53万kW

（３）各部門における省エネ・CO2削減の効果第２部 小委員会等での議論を踏まえたエネルギー消費量・温室効果ガス排出量等の見通しの試算



（参考）発電電力量構成（成長シナリオ，2020年）（再掲）

• 各ケースに応じて施策・対策が着実に実施されることを想定した場合、発電電力量はどのケースにおいても１兆kWh程度で推移し、再生
可能エネルギー発電のシェアは13％（低位）、16%（中位）、19%（高位）と推計された。再エネ、自家発電、揚水を除く76%（低位）、73%
（中位）、70%（高位）を火力と原子力が分けている。

180省エネ等

（３）各部門における省エネ・CO2削減の効果
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※ 本試算では、再生可能エネルギー電源の出力抑制の可能性を考慮した試算にはなっていない。
※ 揚水発電については、総合資源エネルギー調査会基本問題委員会との比較を可能とするため、発電電力量に加えている。
※ 0%, 0%’, 15%, 20%, 25%, 35% ： 2030年の発電電力量に対する原子力発電の占める割合に基づくケース ※ 低位，中位，高位 ： 対策・施策の強度に関わるケース

第２部 小委員会等での議論を踏まえたエネルギー消費量・温室効果ガス排出量等の見通しの試算



（３）各部門における省エネ・CO2削減の効果

発電電力量構成（成長シナリオ，2030年）（再掲）

• 各ケースに応じて施策・対策が着実に実施されることを想定した場合、発電電力量はどのケースにおいても１兆kWh程度で推移し、再生
可能エネルギー発電のシェアは21％（低位）、29%（中位）、33%（高位）と推計された。再エネ、コジェネ、揚水を除く61%（低位）、53%（中
位）、50%（高位）を火力と原子力が分けている。
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※ 本試算では、再生可能エネルギー電源の出力抑制の可能性を考慮した試算にはなっていない。
※ 揚水発電については、総合資源エネルギー調査会基本問題委員会との比較を可能とするため、発電電力量に加えている。
※ 0%, 15%, 20%, 25%, 35% ： 2030年の発電電力量に対する原子力発電の占める割合に基づくケース ※ 低位，中位，高位 ： 対策・施策の強度に関わるケース

第２部 小委員会等での議論を踏まえたエネルギー消費量・温室効果ガス排出量等の見通しの試算



（参考）発電電力量構成（慎重シナリオ，2020年）（再掲）

• 各ケースに応じて施策・対策が着実に実施されることを想定した場合、発電電力量はどのケースにおいても１兆kWh程度で推移し、再生
可能エネルギー発電のシェアは13％（低位）、17%（中位）、20%（高位）と推計された。再エネ、自家発電、揚水を除く76%（低位）、72%
（中位）、69%（高位）を火力と原子力が分けている。
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（３）各部門における省エネ・CO2削減の効果
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※ 本試算では、再生可能エネルギー電源の出力抑制の可能性を考慮した試算にはなっていない。
※ 揚水発電については、総合資源エネルギー調査会基本問題委員会との比較を可能とするため、発電電力量に加えている。
※ 0%, 0%’, 15%, 20%, 25%, 35% ： 2030年の発電電力量に対する原子力発電の占める割合に基づくケース ※ 低位，中位，高位 ： 対策・施策の強度に関わるケース

第２部 小委員会等での議論を踏まえたエネルギー消費量・温室効果ガス排出量等の見通しの試算



（３）各部門における省エネ・CO2削減の効果

発電電力量構成（慎重シナリオ，2030年） （再掲）

• 各ケースに応じて施策・対策が着実に実施されることを想定した場合、発電電力量はどのケースにおいても１兆kWh程度で推移し、再生
可能エネルギー発電のシェアは22％（低位）、31%（中位）、35%（高位）と推計された。再エネ、コジェネ、揚水を除く60%（低位）、51%（中
位）、48%(高位）を火力と原子力が分けている。
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※ 本試算では、再生可能エネルギー電源の出力抑制の可能性を考慮した試算にはなっていない。
※ 揚水発電については、総合資源エネルギー調査会基本問題委員会との比較を可能とするため、発電電力量に加えている。
※ 0%, 15%, 20%, 25%, 35% ： 2030年の発電電力量に対する原子力発電の占める割合に基づくケース ※ 低位，中位，高位 ： 対策・施策の強度に関わるケース

第２部 小委員会等での議論を踏まえたエネルギー消費量・温室効果ガス排出量等の見通しの試算



ま と め



○ 経済成長や対策・施策の強度について、複数のシナリオやケースを設定し、それぞれについて2020年・

2030年におけるエネルギー需要量を推計。

→ ・ 数ある対策のうち、モデルとして定量化できたものを取り込みエネルギー消費量の見通しを実施。

・ 最終エネルギー消費量は2010年と比べて、2030年では2010年比10～15% （低位） 、14～20%（中位） 、18～

23% （高位）の削減となっている。（削減の幅は成長シナリオと慎重シナリオの幅）

・ 「すまい」： 購入エネルギー量を２～３割（’20）、３～５割（’30）削減。 「オフィス・店舗など」 ：購入エネルギー量を

０．５～２割（’20）、１．５～４割（’30）削減。あらゆる対策を総動員した省エネが重要。

・ 「移動・物流」 ： 消費エネルギーを9～16% （’20） 、24～36% （’30）削減。次世代自動車（保有ベース）が乗用車

で３～５割（‘30） 、貨物車で８割（’30） 。

・ 「ものづくり」 ： 消費エネルギーは＋5～ ▲ 1% （’20） 、＋4～▲7% （’30）。プロセスイノベーションには革新的

技術および業種横断的技術の開発・普及が重要。
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→ ・ 数ある対策のうち、モデルとして定量化できたものを取り込みエネルギー消費量・温室効果ガス排出量の見通し

を実施。

・ 2020年の一次エネルギー供給は、成長シナリオにおいて2010年比5～7%（低位）、8～9%（中位）、9～10%（高

位）の削減と推計された。また、慎重シナリオでは2010年比8～10% （低位） 、11～12%（中位） 、12～13% （高

位）の削減と推計された。

・ 2030年の一次エネルギー供給は、成長シナリオにおいて2010年比11～13%（低位）、15～17%（中位）、17～

19%（高位）の削減と推計された。また、慎重シナリオでは2010年比16～18% （低位） 、20～22%（中位） 、22～

24% （高位）の削減と推計された。

・ 再生可能エネルギー電力が発電電力量に占める割合は現状9%であるが、2020年では13%（低位）、16～17%
（中位）、19～20%（高位）、2030年では21～22%（低位）、29～31%（中位）、33～35%（高位）と推計された。（削

減の幅は成長シナリオと慎重シナリオの幅）

ま と め

○ 基本問題委員会で検討した原子力発電に関わる選択肢を踏まえ、それぞれについて2020年・2030年に

おける一次エネルギー供給のエネルギー構成や温室効果ガス排出量を推計。
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・ 2020年の温室効果ガス排出量は成長シナリオにおいて原発0%ケースでは基準年比＋5%（低位）、 ＋1%（中

位）、 3%（高位）、原発0%’ケース基準年比＋1%（低位）、 5%（中位）、 9%（高位）、原発15%ケース 1%
（低位）、 8%（中位）、 12%（高位）、原発20%ケース 2%（低位）、 9%（中位）、 13%（高位） 、原発25%
ケース 3%（低位）、 10%（中位）、 14%（高位） 、原発35%ケース 6%（低位）、 12%（中位）、 16%（高

位） と推計された。

・ 2020年の温室効果ガス排出量は慎重シナリオにおいて原発0%ケースでは基準年比＋ 2%（低位）、 1%（中位）、

5%（高位）、原発0%’ケース基準年比 2%（低位）、 7%（中位）、 11%（高位）、原発15%ケース 4%（低

位）、 11%（中位）、 15%（高位）、原発20%ケース 5%（低位）、 12%（中位）、 16%（高位） 、原発25%
ケース 6%（低位）、 13%（中位）、 17%（高位） 、原発35%ケース 9%（低位）、 15%（中位）、 19%（高

位） と推計された。

・ 2030年の温室効果ガス排出量は成長シナリオにおいて原発0%ケースでは基準年比 3%（低位）、 14%（中

位）、 20%（高位）、原子力発電15%ケース 10%（低位）、 20%（中位）、 26%（高位）、原発20%ケース

12%（低位）、 22%（中位）、 28%（高位） 、原発25%ケース 15%（低位）、 25%（中位）、 30%（高位） 、

原発35%ケース 19%（低位）、 29%（中位）、 34%（高位） と推計された。

・ 2030年の温室効果ガス排出量は慎重シナリオにおいて原発0%ケースでは基準年比 8%（低位）、 19%（中

位）、 25%（高位）、原子力発電15%ケース 15%（低位）、 25%（中位）、 31%（高位）、原発20%ケース

17%（低位）、 27%（中位）、 33%（高位） 、原発25%ケース 20%（低位）、 30%（中位）、 35%（高位） 、

原発35%ケース 24%（低位）、 34%（中位）、 39%（高位） と推計された。

ま と め 187



・ 一次エネルギー供給に占める石油の比率は現状40%であるが、2030年において35～38%（低位）、32～36%（中

位）、30～34%（高位）と推計された。

・ 一次エネルギー供給に占める再生可能エネルギーの比率は現状7%であるが、 2030年において13～14%（低位）、

17～18%（中位）、20～21%（高位）と推計された。

・ 一次エネルギーに占めるエネルギー源を海外に依存しないエネルギーの比率は、2030年において13%（低位）、17
～18%（中位）、20～21%（高位）と推計された。

・ 原発比率が高いケースや対策・施策の強度が高いケースにおいて、現状の輸入額を下回ると推計された。一方で、

対策・施策低位ケースでは原発の比率を35%にしても、慎重シナリオにおいて現状程度の輸入額になると推計され

た。

ま と め

・ 削減費用が比較的安い対策技術としては、産業、業務の一部の対策技術、再エネ技術、 削減費用が比較的高い技

術としては、すまい、自動車、業務の一部の対策技術がある。単純に削減費用の安い技術の普及促進を最優先す

るという政策判断をした場合、すまいや自動車の対策を後回しにすることになるが、すまいや自動車の分野の対策

技術は省エネやCO2削減だけでなく、QOLの向上につながるものが多い。更に、この分野は他国でも生活必需品で

あり、プロダクトのイノベーションに成功すれば、世界の低炭素社会構築に貢献するだけでなく、我が国のグリーン

成長の源泉ともなる。主観的な回収年数を用いた場合に削減費用が高い技術でも、政策の後押しなどによって、長

期の回収年を前提に投資が行われる場合には多くの技術が0円/tCO2以下の対策となる。必ずしも短期的なCO2
削減費用のみを最優先とするのではなく、技術の将来性やQOLの向上等のベネフィットを勘案しつつ、有効な普及

支援策を組み合わせることで、各部門の広範な対策技術を総合的に普及させていくことが大切ではないか。

［ 削減費用と削減量の関係より ］
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○ QoL（生活の質）の向上などに繋がる省エネ、また、QoLの向上が省エネを誘引する例について整理

→  ・ 「すまい」： 住宅の断熱化は快適性の向上、疾病リスクの低減につながる。また、オフィスなど建築物の省エネ

化は知的生産性の向上につながる。

・ 「移動・物流」 ：エコドライブは交通事故の低減につながったり、次世代自動車は災害に強い自立拠点や電力需

給調整を担うことで、省エネ以外のベネフィットを有する。

・ 「ものづくり」 ： グリーンプロセスによって「すまい」や「移動」にグリーンプロダクトを供給。グリーン成長につなげ

る。

○ 2020年・2030年における省エネルギー・再生可能エネルギーの導入に係る投資額、および投資に伴うエ
ネルギー費用削減額を推計。

→ ・ 省エネ・再エネを導入するために現在から2020年までに必要な追加投資額は37兆円（低位）、53～54兆円（中

位）、67兆円（高位）。この投資に伴い2020年までに投資額の半分程度の省エネメリットが生じる。さらに2020
年以降に生じる省エネメリットも加えると省エネメリットは投資額を上回る。

・ さらに現在から2030年までに必要な追加投資額は96～97兆円（低位）、135兆円（中位）、163～164兆円（高

位）。この投資に伴い2030年までに生じる省エネメリットは投資額に近い。さらに2030年以降に生じる省エネメ

リットを加えると投資額を上回る。
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※ 本推計の揚水発電については、総合資源エネルギー調査会基本問
題委員会との比較を可能とするため、発電電力量に加えている。
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※ 本推計の揚水発電については、総合資源エネルギー調査会基本問
題委員会との比較を可能とするため、発電電力量に加えている。



データ① 【対策導入量】 195

2010
低位 中位 高位

2020 2030 2020 2030 2020 2030
家庭部門 冷暖房 保有効率（実効） エアコン（冷房時） 3.7 4.9 6.2 4.9 6.2 4.9 6.2

エアコン（暖房時） 2.9 3.6 4.3 3.6 4.3 3.6 4.3
給湯 高効率給湯器 世帯普及率 9% 41% 75% 55% 87% 55% 87%
照明 保有効率 （2010=100） 100 150 250 150 250 150 250
家電 保有原単位 （2009=100） 100 84 80 77 70 76 67
住宅外皮 新築割合 H11基準 15% 100% 100% 70% 50% 70% 40%
性能向上 第1推奨基準 0% 0% 0% 30% 50% 30% 48%

第2推奨基準 0% 0% 0% 0% 0% 0% 12%
合計 15% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

省エネ改修（万戸/年） - 10 10 30 20 50 30
ストック割合 H11基準 6% 16% 30% 15% 27% 15% 28%

第1推奨基準 0% 0% 0% 1% 7% 1% 7%
第2推奨基準 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%
合計 6% 16% 30% 16% 34% 16% 36%

HEMS 世帯普及率 見える化のみ 0% 9% 13% 74% 71% 64% 58%
制御機能付き 0% 3% 16% 6% 29% 16% 42%
制御機能強化 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%
合計 0% 12% 29% 80% 100% 80% 100%

再エネ 太陽光発電ストック容量（万kW） 330 1,400 2,800 1,400 2,800 1,400 2,800
太陽熱利用量(原油換算万kL） 41 80 130 130 180 170 220

業務部門 空調 電気式の保有効率 3.3 4.1 4.2 4.1 4.9 4.1 4.9
給湯 高効率給湯器の給湯比率 - 20% 40% 57% 91% 59% 91%
照明 保有効率（2010=100） 100 150 230 150 230 150 230
(HID除く) 床面積あたり照明量（2010=100） 100 100 100 75 75 75 75
建物外皮 新築割合 H11基準相当 85% 85% 85% 70% 50% 50% 20%
性能向上 推奨基準 0% 0% 0% 30% 50% 50% 80%

合計 85% 85% 85% 100% 100% 100% 100%
省エネ改修 (床面積ストック比率） 0.0% 0.0% 0.0% 0.5% 0.3% 1.0% 0.5%
ストック割合 H11基準相当 20% 50% 75% 49% 68% 47% 59%

推奨基準 0% 0% 0% 8% 19% 13% 32%
合計 20% 50% 75% 57% 87% 60% 90%

BEMS 新規導入率（床面積比） 36% 60% 60% 80% 90% 80% 90%
普及率（床面積比） 8% 27% 45% 33% 59% 37% 63%

再エネ 太陽光発電ストック容量(万kW) （メガソーラー含む） 50 1,200 3,800 2,300 6,700 3,800 7,300
太陽熱利用量(原油換算万kL） 2 2 5 4 9 8 18
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2010年
または直近年

低位 中位 高位

2020 2030 2020 2030 2020 2030

運輸部門 乗用自動車 単体対策 次世代自動車販売シェア － 30% 66% 45% 90% 50% 90%

エコドライブ 実施率 － 10% 15% 20% 25% 30% 40%

カーシェアリング 参加率（大規模人口集積地区） － 0.8% 0.9% 1.0% 1.2% 1.5% 1.7%

貨物自動車 単体対策 走行台キロ当たり燃料消費 － ▲10% ▲38% ▲11% ▲41% ▲11% ▲42%

エコドライブ 実施率（緑ナンバー自動車の利用者） － 20% 25% 40% 45% 50% 55%

バイオ燃料 自動車用バイオ燃料消費量（原油換算値） － 70万kL 70万kL 70万kL 70万kL 70万kL 150万kL

鉄道 エネルギー消費原単位改善（2005年比） － ▲4% ▲4% ▲6% ▲7% ▲7% ▲12%

船舶 〃 － ▲2% ▲4% ▲10% ▲16% ▲14% ▲34%

航空 〃 － ▲10% ▲15% ▲14% ▲18% ▲20% ▲33%

産業部門 エネ多消費 鉄鋼業 省エネ量（原油換算値） － 156 336 156 336 156 336

産業固有技術 窯業土石 〃 － 18 46 18 46 18 46

製紙パルプ 〃 － 58 58 58 58 58 58

化学工業 〃 － 50 94 50 94 50 94

業種横断的技術 〃 － 205 571 249 679 294 787

建設業 〃 － 11 44 11 44 11 44

農林水産業 〃 － 18 31 18 31 51 102

産業用コジェネ 導入量（万kW） 740 1,100 1,670 1,100 1,670 1,100 1,670

再生可能 中小水力発電 導入量（万kW） 955 962 1012 1047 1328 1152 1643

エネルギー 地熱発電 〃 53 80 199 80 208 80 221

バイオマス発電 〃 409 459 459 556 571 653 682

太陽光発電 〃 （家庭・業務部門の再掲） 337 2625 6591 3700 9500 5200 10060

風力発電 〃 244 750 2130 1110 2880 1150 3250

海洋エネルギー発電 〃 0 0 150 0 207 0 349

太陽熱温水器 導入量（万kL） （家庭・業務部門の再掲） 55 80 137 131 190 178 242
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●成長シナリオ

年 1990 2005 2010 2020

原発比率ケース － － － 0% 0%’ 15% 20% 25% 35%（参考）

対策・施策ケース － － － 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位

石炭 （百万kL） 85 123 129 129 126 127 117 129 127 117 107 128 127 111 101 128 127 109 100 129 125 107 98 129 120 103 94

石油 （百万kL） 284 273 229 231 215 206 201 230 214 203 198 228 212 202 196 228 212 201 196 227 211 201 195 226 210 199 194

ガス （百万kL） 54 88 109 165 144 133 134 140 118 115 117 128 105 107 108 124 101 105 106 119 98 102 103 111 94 97 97

原子力 （百万kL） 49 69 64 0 0 0 0 33 33 33 33 51 51 51 51 56 56 56 56 63 63 63 63 74 74 74 74

再生可能エネルギー （百万kL） 35 35 39 36 45 52 60 36 45 52 60 36 45 52 60 36 45 52 60 36 45 52 60 36 45 52 60

合計 （百万kL） 508 588 570 560 531 517 511 567 537 521 515 571 540 523 517 572 541 524 517 573 542 524 518 575 543 525 519

合計 （2010年比） － － －  ▲2%  ▲7%  ▲9%  ▲10%  ▲0%  ▲6%  ▲8%  ▲10% ＋0%  ▲5%  ▲8%  ▲9% ＋0%  ▲5%  ▲8%  ▲9% ＋1%  ▲5%  ▲8%  ▲9% ＋1%  ▲5%  ▲8%  ▲9%

●慎重シナリオ

年 1990 2005 2010 2020

原発比率ケース － － － 0% 0%’ 15% 20% 25% 35%（参考）

対策・施策ケース － － － 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位

石炭 （百万kL） 85 123 129 125 124 124 113 126 124 113 103 126 125 107 98 127 124 105 96 126 121 103 94 126 115 99 91

石油 （百万kL） 284 273 229 221 206 197 192 221 205 194 189 219 203 193 188 218 203 192 187 218 202 192 186 217 201 190 185

ガス （百万kL） 54 88 109 162 140 128 131 135 114 112 114 124 101 104 105 119 98 102 103 115 95 99 99 107 91 94 94

原子力 （百万kL） 49 69 64 0 0 0 0 33 33 33 33 51 51 51 51 56 56 56 56 63 63 63 63 74 74 74 74

再生可能エネルギー （百万kL） 35 35 39 35 44 52 59 35 44 52 59 35 44 52 59 35 44 52 59 35 44 52 59 35 44 52 59

合計 （百万kL） 508 588 570 544 514 501 495 551 521 505 498 554 524 506 500 556 525 507 501 557 525 508 501 559 526 509 503

合計 （2010年比） － － －  ▲5%  ▲10%  ▲12%  ▲13%  ▲3%  ▲9%  ▲11%  ▲13%  ▲3%  ▲8%  ▲11%  ▲12%  ▲2%  ▲8%  ▲11%  ▲12%  ▲2%  ▲8%  ▲11%  ▲12%  ▲2%  ▲8%  ▲11%  ▲12%
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● 成長シナリオ

年 1990 2005 2010 2030

原発比率ケース － － － 0% 15% 20% 25% 35%（参考）

対策・施策ケース － － － 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位

石炭 （百万kL） 85 123 129 168 129 108 98 154 116 95 88 149 111 91 85 145 106 86 81 136 95 78 74
石油 （百万kL） 284 273 229 224 189 170 158 224 186 166 154 223 185 165 153 221 183 164 152 219 181 162 150
ガス （百万kL） 54 88 109 133 114 114 113 120 101 98 96 116 97 94 91 111 93 88 85 103 84 78 74
原子力 （百万kL） 49 69 64 0 0 0 0 35 35 35 35 46 46 46 46 59 59 59 59 81 81 81 81
再生可能エネルギー （百万kL） 35 35 39 36 65 82 95 36 65 82 95 36 65 82 95 36 65 82 95 36 65 82 95
合計 （百万kL） 508 588 570 561 497 473 463 568 502 477 468 570 504 478 469 572 505 479 471 575 507 482 473
合計 （2010年比） － － －  ▲1%  ▲13%  ▲17%  ▲19%  ▲0%  ▲12%  ▲16%  ▲18%  ▲0%  ▲12%  ▲16%  ▲18% ＋0%  ▲11%  ▲16%  ▲17% ＋1%  ▲11%  ▲15%  ▲17%

● 慎重シナリオ

年 1990 2005 2010 2030

原発比率ケース － － － 0% 15% 20% 25% 35%（参考）

対策・施策ケース － － － 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位

石炭 （百万kL） 85 123 129 161 122 101 92 146 108 88 82 142 103 84 78 137 98 80 74 129 87 71 68
石油 （百万kL） 284 273 229 208 174 155 143 207 170 152 140 206 169 150 139 205 168 149 138 203 166 147 135
ガス （百万kL） 54 88 109 128 109 108 107 115 96 93 90 111 92 88 85 106 88 82 78 98 79 72 67
原子力 （百万kL） 49 69 64 0 0 0 0 35 35 35 35 46 46 46 46 59 59 59 59 81 81 81 81
再生可能エネルギー （百万kL） 35 35 39 35 64 81 94 35 64 81 94 35 64 81 94 35 64 81 94 35 64 81 94
合計 （百万kL） 508 588 570 532 468 444 435 538 473 448 440 540 474 449 441 542 476 451 443 545 478 453 445
合計 （2010年比） － － －  ▲7%  ▲18%  ▲22%  ▲24%  ▲6%  ▲17%  ▲21%  ▲23%  ▲5%  ▲17%  ▲21%  ▲23%  ▲5%  ▲17%  ▲21%  ▲22%  ▲4%  ▲16%  ▲20%  ▲22%
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※ 揚水発電については、総合資源エネルギー調査会基本問題委員会との比較を可能とするため、発電電力量に加えている。

● 成長シナリオ

年 2010 2020

原発比率ケース － 0% 0%’ 15% 20% 25% 35%（参考）

対策・施策ケース － 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位

石炭 （億kWh） 2,591 2,605 2,564 2,611 2,189 2,582 2,599 2,210 1,745 2,563 2,596 1,940 1,520 2,551 2,601 1,853 1,448 2,587 2,529 1,753 1,364 2,593 2,306 1,575 1,217
石油 （億kWh） 744 783 678 639 625 759 619 553 523 693 552 485 456 671 531 463 434 647 506 438 409 603 461 394 365
ガス （億kWh） 3,057 6,377 4,976 4,260 4,377 5,011 3,589 3,316 3,489 4,364 2,927 2,910 3,040 4,162 2,707 2,780 2,895 3,880 2,529 2,629 2,729 3,437 2,306 2,362 2,433
火力 （億kWh） 6,392 9,765 8,218 7,509 7,191 8,352 6,806 6,078 5,757 7,620 6,075 5,335 5,016 7,384 5,839 5,096 4,778 7,114 5,565 4,820 4,503 6,632 5,074 4,331 4,014
原子力 （億kWh） 2,882 0 0 0 0 1,441 1,441 1,441 1,441 2,186 2,186 2,186 2,186 2,426 2,426 2,426 2,426 2,702 2,702 2,702 2,702 3,193 3,193 3,193 3,193
揚水 （億kWh） 74 78 68 64 62 78 68 64 62 79 68 64 63 79 68 64 63 79 68 64 63 79 68 64 63

 再生可能エネルギー （億kWh） 1,004 1,042 1,409 1,698 1,986 1,042 1,409 1,698 1,986 1,042 1,409 1,698 1,986 1,042 1,409 1,699 1,986 1,042 1,409 1,699 1,986 1,042 1,409 1,699 1,986
自家発 （億kWh） 745 812 1,105 1,099 1,095 812 1,105 1,099 1,095 812 1,105 1,099 1,095 812 1,105 1,099 1,095 812 1,105 1,099 1,095 812 1,105 1,099 1,095
合計 （億kWh） 11,097 11,698 10,799 10,371 10,335 11,726 10,829 10,381 10,343 11,739 10,843 10,383 10,346 11,743 10,847 10,383 10,348 11,749 10,849 10,384 10,349 11,758 10,848 10,385 10,352

排出係数（発電端）* （kgCO2/kWh） 0.36 0.46 0.47 0.47 0.45 0.41 0.41 0.39 0.36 0.38 0.38 0.34 0.31 0.37 0.37 0.32 0.30 0.36 0.36 0.31 0.28 0.35 0.32 0.28 0.25
排出係数（受電端）* （kgCO2/kWh） 0.40 0.50 0.52 0.52 0.49 0.45 0.46 0.43 0.39 0.42 0.42 0.38 0.34 0.41 0.41 0.36 0.33 0.40 0.40 0.34 0.31 0.38 0.36 0.30 0.27

● 慎重シナリオ

年 2010 2020

原発比率ケース － 0% 0%’ 15% 20% 25% 35%（参考）

対策・施策ケース － 固定 固定 固定 固定 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位

石炭 （億kWh） 2,591 2,541 2,565 2,597 2,118 2,582 2,570 2,126 1,675 2,551 2,604 1,856 1,450 2,600 2,549 1,769 1,378 2,563 2,423 1,669 1,295 2,558 2,200 1,491 1,147
石油 （億kWh） 744 766 661 622 608 738 598 532 502 671 531 464 435 650 510 442 413 625 485 417 388 581 440 373 344
ガス （億kWh） 3,057 6,221 4,763 4,063 4,235 4,796 3,407 3,190 3,350 4,162 2,710 2,784 2,901 3,900 2,549 2,654 2,756 3,689 2,423 2,503 2,589 3,256 2,200 2,236 2,293
火力 （億kWh） 6,392 9,527 7,989 7,282 6,960 8,116 6,576 5,848 5,527 7,384 5,846 5,105 4,786 7,150 5,608 4,865 4,547 6,877 5,331 4,590 4,272 6,395 4,839 4,100 3,784
原子力 （億kWh） 2,882 0 0 0 0 1,441 1,441 1,441 1,441 2,186 2,186 2,186 2,186 2,426 2,426 2,426 2,426 2,702 2,702 2,702 2,702 3,193 3,193 3,193 3,193
揚水 （億kWh） 74 76 66 62 61 77 66 62 61 77 66 62 61 77 66 62 61 77 66 62 61 77 66 62 61

 再生可能エネルギー （億kWh） 1,004 1,038 1,405 1,694 1,982 1,038 1,405 1,695 1,982 1,038 1,405 1,695 1,982 1,038 1,405 1,695 1,982 1,038 1,405 1,695 1,982 1,038 1,405 1,695 1,982
自家発 （億kWh） 745 764 1,057 1,051 1,048 764 1,057 1,051 1,048 764 1,057 1,051 1,048 764 1,057 1,051 1,048 764 1,057 1,051 1,048 764 1,057 1,051 1,048
合計 （億kWh） 11,097 11,406 10,517 10,090 10,051 11,437 10,545 10,097 10,059 11,449 10,560 10,099 10,063 11,455 10,562 10,099 10,064 11,459 10,562 10,100 10,066 11,468 10,561 10,101 10,068

排出係数（発電端）* （kgCO2/kWh） 0.36 0.46 0.47 0.47 0.44 0.41 0.41 0.38 0.35 0.38 0.38 0.33 0.30 0.37 0.37 0.32 0.29 0.36 0.35 0.30 0.27 0.35 0.32 0.27 0.24
排出係数（受電端）* （kgCO2/kWh） 0.40 0.50 0.52 0.52 0.49 0.45 0.46 0.42 0.39 0.42 0.42 0.37 0.34 0.41 0.41 0.35 0.32 0.40 0.39 0.33 0.30 0.38 0.35 0.30 0.27
* 自家発・PVは含んでいない。
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※ 揚水発電については、総合資源エネルギー調査会基本問題委員会との比較を可能とするため、発電電力量に加えている。

● 成長シナリオ

年 2010 2030

原発比率ケース － 0% 15% 20% 25% 35%（参考）

対策・施策ケース － 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位

石炭 （億kWh） 2,591 4,723 2,987 1,949 1,564 3,989 2,309 1,408 1,115 3,770 2,090 1,234 970 3,519 1,839 1,034 804 3,072 1,392 678 508
石油 （億kWh） 744 820 597 487 469 798 462 352 334 754 418 309 291 704 368 258 241 614 278 169 152
ガス （億kWh） 3,057 4,723 2,987 2,923 3,128 3,989 2,309 2,112 2,230 3,770 2,090 1,851 1,940 3,519 1,839 1,550 1,607 3,072 1,392 1,017 1,016
火力 （億kWh） 6,392 10,267 6,572 5,359 5,161 8,775 5,079 3,873 3,679 8,295 4,599 3,394 3,202 7,741 4,045 2,842 2,652 6,758 3,063 1,864 1,676
原子力 （億kWh） 2,882 0 0 0 0 1,490 1,490 1,490 1,490 1,970 1,970 1,970 1,970 2,523 2,523 2,523 2,523 3,504 3,504 3,504 3,504
揚水 （億kWh） 74 82 289 261 268 82 289 261 268 82 289 261 268 82 289 261 268 82 289 261 268

 再生可能エネルギー （億kWh） 1,004 1,042 2,253 2,979 3,432 1,042 2,253 2,979 3,433 1,042 2,253 2,979 3,433 1,042 2,253 2,979 3,433 1,042 2,253 2,979 3,433
自家発 （億kWh） 745 817 1,578 1,566 1,557 817 1,578 1,566 1,557 817 1,578 1,566 1,557 817 1,578 1,566 1,557 817 1,578 1,566 1,557
合計 （億kWh） 11,097 12,208 10,692 10,164 10,418 12,206 10,690 10,168 10,426 12,205 10,689 10,170 10,429 12,204 10,688 10,171 10,432 12,203 10,687 10,174 10,437

排出係数（発電端）* （kgCO2/kWh） 0.36 0.51 0.46 0.40 0.35 0.44 0.36 0.29 0.25 0.42 0.33 0.25 0.22 0.39 0.29 0.21 0.18 0.34 0.22 0.14 0.11
排出係数（受電端）* （kgCO2/kWh） 0.40 0.56 0.53 0.45 0.40 0.49 0.42 0.33 0.29 0.46 0.38 0.29 0.25 0.43 0.33 0.24 0.21 0.38 0.25 0.16 0.13

● 慎重シナリオ

年 2010 2030

原発比率ケース － 0% 15% 20% 25% 35%（参考）

対策・施策ケース － 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位

石炭 （億kWh） 2,591 4,509 2,781 1,787 1,429 3,779 2,102 1,247 980 3,560 1,884 1,073 835 3,308 1,632 872 669 2,862 1,186 516 373
石油 （億kWh） 744 786 556 447 429 756 420 312 294 712 377 268 251 662 326 218 201 572 237 129 112
ガス （億kWh） 3,057 4,509 2,781 2,681 2,858 3,779 2,102 1,870 1,960 3,560 1,884 1,609 1,670 3,308 1,632 1,308 1,337 2,862 1,186 774 746
火力 （億kWh） 6,392 9,804 6,117 4,915 4,716 8,313 4,625 3,429 3,234 7,832 4,145 2,950 2,756 7,278 3,591 2,398 2,206 6,296 2,608 1,420 1,230
原子力 （億kWh） 2,882 0 0 0 0 1,490 1,490 1,490 1,490 1,970 1,970 1,970 1,970 2,523 2,523 2,523 2,523 3,504 3,504 3,504 3,504
揚水 （億kWh） 74 79 273 244 251 79 273 245 252 79 273 245 252 79 273 245 252 79 273 245 252

 再生可能エネルギー （億kWh） 1,004 1,034 2,245 2,970 3,424 1,034 2,245 2,970 3,424 1,034 2,245 2,971 3,424 1,034 2,245 2,971 3,424 1,034 2,245 2,971 3,424
自家発 （億kWh） 745 738 1,500 1,488 1,479 738 1,500 1,488 1,479 738 1,500 1,488 1,479 738 1,500 1,488 1,479 738 1,500 1,488 1,479
合計 （億kWh） 11,097 11,655 10,135 9,618 9,871 11,653 10,133 9,622 9,879 11,653 10,132 9,623 9,881 11,652 10,131 9,624 9,884 11,650 10,130 9,627 9,890
排出係数（発電端）* （kgCO2/kWh） 0.36 0.51 0.45 0.39 0.34 0.44 0.35 0.27 0.23 0.41 0.31 0.23 0.20 0.38 0.27 0.19 0.16 0.34 0.20 0.11 0.09
排出係数（受電端）* （kgCO2/kWh） 0.40 0.56 0.52 0.44 0.39 0.48 0.40 0.31 0.27 0.46 0.36 0.27 0.23 0.43 0.31 0.22 0.18 0.37 0.23 0.13 0.10
* 自家発・PVは含んでいない。
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※ 揚水発電については、総合資源エネルギー調査会基本問題委員会との比較を可能とするため、発電電力量に加えている。

● 成長シナリオ

年 2010 2020

原発比率ケース － 0% 0%’ 15% 20% 25% 35%（参考）

対策・施策ケース － 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位

石炭 23% 22% 24% 25% 21% 22% 24% 21% 17% 22% 24% 19% 15% 22% 24% 18% 14% 22% 23% 17% 13% 22% 21% 15% 12%
石油 7% 7% 6% 6% 6% 6% 6% 5% 5% 6% 5% 5% 4% 6% 5% 4% 4% 6% 5% 4% 4% 5% 4% 4% 4%
ガス 28% 55% 46% 41% 42% 43% 33% 32% 34% 37% 27% 28% 29% 35% 25% 27% 28% 33% 23% 25% 26% 29% 21% 23% 24%
火力 58% 83% 76% 72% 70% 71% 63% 59% 56% 65% 56% 51% 48% 63% 54% 49% 46% 61% 51% 46% 44% 56% 47% 42% 39%
原子力 26% 0% 0% 0% 0% 12% 13% 14% 14% 19% 20% 21% 21% 21% 22% 23% 23% 23% 25% 26% 26% 27% 29% 31% 31%
揚水 1% 1% 1% 1% 1% 1% 1% 1% 1% 1% 1% 1% 1% 1% 1% 1% 1% 1% 1% 1% 1% 1% 1% 1% 1%

 再生可能エネルギー 9% 9% 13% 16% 19% 9% 13% 16% 19% 9% 13% 16% 19% 9% 13% 16% 19% 9% 13% 16% 19% 9% 13% 16% 19%
自家発 7% 7% 10% 11% 11% 7% 10% 11% 11% 7% 10% 11% 11% 7% 10% 11% 11% 7% 10% 11% 11% 7% 10% 11% 11%
合計 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

● 慎重シナリオ

年 2010 2020

原発比率ケース － 0% 0%’ 15% 20% 25% 35%（参考）

対策・施策ケース － 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位

石炭 23% 22% 24% 26% 21% 23% 24% 21% 17% 22% 25% 18% 14% 23% 24% 18% 14% 22% 23% 17% 13% 22% 21% 15% 11%
石油 7% 7% 6% 6% 6% 6% 6% 5% 5% 6% 5% 5% 4% 6% 5% 4% 4% 5% 5% 4% 4% 5% 4% 4% 3%
ガス 28% 55% 45% 40% 42% 42% 32% 32% 33% 36% 26% 28% 29% 34% 24% 26% 27% 32% 23% 25% 26% 28% 21% 22% 23%
火力 58% 84% 76% 72% 69% 71% 62% 58% 55% 64% 55% 51% 48% 62% 53% 48% 45% 60% 50% 45% 42% 56% 46% 41% 38%
原子力 26% 0% 0% 0% 0% 13% 14% 14% 14% 19% 21% 22% 22% 21% 23% 24% 24% 24% 26% 27% 27% 28% 30% 32% 32%
揚水 1% 1% 1% 1% 1% 1% 1% 1% 1% 1% 1% 1% 1% 1% 1% 1% 1% 1% 1% 1% 1% 1% 1% 1% 1%

 再生可能エネルギー 9% 9% 13% 17% 20% 9% 13% 17% 20% 9% 13% 17% 20% 9% 13% 17% 20% 9% 13% 17% 20% 9% 13% 17% 20%
自家発 7% 7% 10% 10% 10% 7% 10% 10% 10% 7% 10% 10% 10% 7% 10% 10% 10% 7% 10% 10% 10% 7% 10% 10% 10%
合計 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%
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● 成長シナリオ

年 2010 2030

原発比率ケース － 0% 15% 20% 25% 35%（参考）

対策・施策ケース － 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位

石炭 23% 39% 28% 19% 15% 33% 22% 14% 11% 31% 20% 12% 9% 29% 17% 10% 8% 25% 13% 7% 5%
石油 7% 7% 6% 5% 5% 7% 4% 3% 3% 6% 4% 3% 3% 6% 3% 3% 2% 5% 3% 2% 1%
ガス 28% 39% 28% 29% 30% 33% 22% 21% 21% 31% 20% 18% 19% 29% 17% 15% 15% 25% 13% 10% 10%
火力 58% 84% 61% 53% 50% 72% 48% 38% 35% 68% 43% 33% 31% 63% 38% 28% 25% 55% 29% 18% 16%
原子力 26% 0% 0% 0% 0% 12% 14% 15% 14% 16% 18% 19% 19% 21% 24% 25% 24% 29% 33% 34% 34%
揚水 1% 1% 3% 3% 3% 1% 3% 3% 3% 1% 3% 3% 3% 1% 3% 3% 3% 1% 3% 3% 3%

 再生可能エネルギー 9% 9% 21% 29% 33% 9% 21% 29% 33% 9% 21% 29% 33% 9% 21% 29% 33% 9% 21% 29% 33%
自家発 7% 7% 15% 15% 15% 7% 15% 15% 15% 7% 15% 15% 15% 7% 15% 15% 15% 7% 15% 15% 15%
合計 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

● 慎重シナリオ

年 2010 2030

原発比率ケース － 0% 15% 20% 25% 35%（参考）

対策・施策ケース － 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位

石炭 23% 39% 27% 19% 14% 32% 21% 13% 10% 31% 19% 11% 8% 28% 16% 9% 7% 25% 12% 5% 4%
石油 7% 7% 5% 5% 4% 6% 4% 3% 3% 6% 4% 3% 3% 6% 3% 2% 2% 5% 2% 1% 1%
ガス 28% 39% 27% 28% 29% 32% 21% 19% 20% 31% 19% 17% 17% 28% 16% 14% 14% 25% 12% 8% 8%
火力 58% 84% 60% 51% 48% 71% 46% 36% 33% 67% 41% 31% 28% 62% 35% 25% 22% 54% 26% 15% 12%
原子力 26% 0% 0% 0% 0% 13% 15% 15% 15% 17% 19% 20% 20% 22% 25% 26% 26% 30% 35% 36% 35%
揚水 1% 1% 3% 3% 3% 1% 3% 3% 3% 1% 3% 3% 3% 1% 3% 3% 3% 1% 3% 3% 3%

 再生可能エネルギー 9% 9% 22% 31% 35% 9% 22% 31% 35% 9% 22% 31% 35% 9% 22% 31% 35% 9% 22% 31% 35%
自家発 7% 6% 15% 15% 15% 6% 15% 15% 15% 6% 15% 15% 15% 6% 15% 15% 15% 6% 15% 15% 15%
合計 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

※ 揚水発電については、総合資源エネルギー調査会基本問題委員会との比較を可能とするため、発電電力量に加えている。
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● 成長シナリオ

年 2010 2020

原発比率ケース － 0% 0%’ 15% 20% 25% 35%（参考）

対策・施策ケース － 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位

水力 （億kWh） 699 724 709 754 809 724 709 754 809 724 709 754 809 724 709 754 809 724 709 754 809 724 709 754 809
地熱 （億kWh） 32 32 49 49 49 32 49 49 49 32 49 49 49 32 49 49 49 32 49 49 49 32 49 49 49
廃棄物/バイオマス （億kWh） 199 219 243 309 376 219 243 309 376 219 243 309 376 219 243 309 376 219 243 309 376 219 243 309 376
海洋エネルギー （億kWh） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
風力 （億kWh） 38 38 132 198 206 38 132 198 206 38 132 198 206 38 132 198 206 38 132 198 206 38 132 198 206
太陽光 （億kWh） 35 28 276 389 547 28 276 389 547 28 276 389 547 28 276 389 547 28 276 389 547 28 276 389 547
合計 （億kWh） 1,004 1,042 1,409 1,698 1,986 1,042 1,409 1,698 1,986 1,042 1,409 1,698 1,986 1,042 1,409 1,699 1,986 1,042 1,409 1,699 1,986 1,042 1,409 1,699 1,986

● 慎重シナリオ

年 2010 2020

原発比率ケース － 0% 0%’ 15% 20% 25% 35%（参考）

対策・施策ケース － 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位

水力 （億kWh） 699 724 709 754 809 724 709 754 809 724 709 754 809 724 709 754 809 724 709 754 809 724 709 754 809
地熱 （億kWh） 32 32 49 49 49 32 49 49 49 32 49 49 49 32 49 49 49 32 49 49 49 32 49 49 49
廃棄物/バイオマス （億kWh） 199 215 239 305 372 215 239 305 372 215 239 305 372 215 239 305 372 215 239 305 372 216 239 305 372
海洋エネルギー （億kWh） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
風力 （億kWh） 38 38 132 198 206 38 132 198 206 38 132 198 206 38 132 198 206 38 132 198 206 38 132 198 206
太陽光 （億kWh） 35 28 276 389 547 28 276 389 547 28 276 389 547 28 276 389 547 28 276 389 547 28 276 389 547
合計 （億kWh） 1,004 1,038 1,405 1,694 1,982 1,038 1,405 1,695 1,982 1,038 1,405 1,695 1,982 1,038 1,405 1,695 1,982 1,038 1,405 1,695 1,982 1,038 1,405 1,695 1,982
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● 成長シナリオ

年 2010 2030

原発比率ケース － 0% 15% 20% 25% 35%（参考）

対策・施策ケース － 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位

水力 （億kWh） 699 724 736 902 1,067 724 736 902 1,067 724 736 902 1,067 724 736 902 1,067 724 736 902 1,067
地熱 （億kWh） 32 32 122 128 135 32 122 128 135 32 122 128 135 32 122 128 135 32 122 128 135
廃棄物/バイオマス （億kWh） 199 219 231 305 384 219 231 305 384 219 231 305 384 219 231 305 384 219 231 305 384
海洋エネルギー （億kWh） 0 0 54 79 142 0 54 79 142 0 54 79 142 0 54 79 142 0 54 79 142
風力 （億kWh） 38 38 418 567 646 38 418 567 646 38 418 567 646 38 418 567 646 38 418 567 646
太陽光 （億kWh） 35 28 693 999 1,058 28 693 999 1,058 28 693 999 1,058 28 693 999 1,058 28 693 999 1,058
合計 （億kWh） 1,004 1,042 2,253 2,979 3,432 1,042 2,253 2,979 3,433 1,042 2,253 2,979 3,433 1,042 2,253 2,979 3,433 1,042 2,253 2,979 3,433

● 慎重シナリオ

年 2010 2030

原発比率ケース － 0% 15% 20% 25% 35%（参考）

対策・施策ケース － 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位

水力 （億kWh） 699 724 736 902 1,067 724 736 902 1,067 724 736 902 1,067 724 736 902 1,067 724 736 902 1,067
地熱 （億kWh） 32 32 122 128 135 32 122 128 135 32 122 128 135 32 122 128 135 32 122 128 135
廃棄物/バイオマス （億kWh） 199 211 222 297 376 211 222 297 376 211 222 297 376 211 222 297 376 211 222 297 376
海洋エネルギー （億kWh） 0 0 54 79 142 0 54 79 142 0 54 79 142 0 54 79 142 0 54 79 142
風力 （億kWh） 38 38 418 567 646 38 418 567 646 38 418 567 646 38 418 567 646 38 418 567 646
太陽光 （億kWh） 35 28 693 999 1,058 28 693 999 1,058 28 693 999 1,058 28 693 999 1,058 28 693 999 1,058
合計 （億kWh） 1,004 1,034 2,245 2,970 3,424 1,034 2,245 2,970 3,424 1,034 2,245 2,971 3,424 1,034 2,245 2,971 3,424 1,034 2,245 2,971 3,424
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● 成長シナリオ

年 基準年 2005 2010 2020

原発比率ケース － － － 0% 0%’ 15% 20% 25% 35%（参考）

対策・施策ケース － － － 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位

産業部門 （百万t-CO2） 482 459 421 491 478 478 468 476 463 455 444 468 454 442 431 465 452 438 427 463 448 433 422 458 439 424 414
家庭部門 （百万t-CO2） 127 174 173 177 158 143 134 163 145 126 116 156 138 116 107 153 135 113 104 151 132 109 100 146 125 103 94
業務部門 （百万t-CO2） 164 236 217 273 238 218 200 254 221 194 176 244 211 180 163 241 208 176 159 238 203 171 154 231 194 162 146
運輸部門 （百万t-CO2） 217 254 232 227 212 206 201 226 211 204 199 225 210 203 198 225 210 203 197 225 210 202 197 225 209 202 196
エネルギー転換部門 （百万t-CO2） 68 79 80 92 83 81 77 88 79 74 69 85 77 69 65 84 76 68 64 84 75 67 63 82 72 64 60
エネルギー起源CO2計 （百万t-CO2） 1,059 1,203 1,123 1,259 1,171 1,125 1,079 1,207 1,119 1,052 1,004 1,178 1,090 1,011 964 1,169 1,081 997 951 1,160 1,067 982 937 1,142 1,038 954 911
非エネルギー起源 （百万t-CO2換算） 202 148 134 161 153 152 149 161 153 152 149 161 153 152 149 161 153 152 149 161 153 152 149 161 153 152 149
合計 （百万t-CO2換算） 1,261 1,351 1,257 1,420 1,324 1,277 1,228 1,368 1,272 1,204 1,153 1,339 1,244 1,163 1,113 1,329 1,235 1,149 1,100 1,321 1,221 1,134 1,086 1,303 1,191 1,106 1,060
合計 （基準年比） ＋7%  ▲0% ＋13% ＋5% ＋1%  ▲3% ＋8% ＋1%  ▲5%  ▲9% ＋6%  ▲1%  ▲8%  ▲12% ＋5%  ▲2%  ▲9%  ▲13% ＋5%  ▲3%  ▲10%  ▲14% ＋3%  ▲6%  ▲12%  ▲16%

● 慎重シナリオ

年 基準年 2005 2010 2020

原発比率ケース － － － 0% 0%’ 15% 20% 25% 35%（参考）

対策・施策ケース － － － 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位

産業部門 （百万t-CO2） 482 459 421 469 457 456 446 456 442 433 423 447 434 421 411 446 431 417 407 442 426 412 402 437 418 404 394
家庭部門 （百万t-CO2） 127 174 173 177 159 143 134 164 145 125 115 156 138 115 106 154 135 112 103 151 131 108 99 146 123 101 93
業務部門 （百万t-CO2） 164 236 217 271 238 217 198 253 219 191 173 242 210 178 161 240 206 173 156 236 200 168 152 229 190 159 143
運輸部門 （百万t-CO2） 217 254 232 220 206 200 195 219 204 198 193 218 204 197 192 218 204 196 191 218 203 196 191 218 203 195 190
エネルギー転換部門 （百万t-CO2） 68 79 80 90 82 79 74 86 77 71 67 83 75 67 63 83 74 66 62 82 72 64 60 80 69 61 57
エネルギー起源CO2計 （百万t-CO2） 1,059 1,203 1,123 1,226 1,141 1,095 1,047 1,177 1,088 1,019 971 1,147 1,061 977 931 1,141 1,049 964 919 1,128 1,032 948 904 1,110 1,003 921 878
非エネルギー起源 （百万t-CO2換算） 202 148 134 158 150 149 146 158 150 149 146 158 150 149 146 158 150 149 146 158 150 149 146 158 150 149 146
合計 （百万t-CO2換算） 1,261 1,351 1,257 1,384 1,291 1,244 1,193 1,335 1,238 1,168 1,117 1,305 1,211 1,126 1,077 1,299 1,199 1,113 1,065 1,286 1,183 1,097 1,050 1,268 1,153 1,070 1,024
合計 （基準年比） ＋7%  ▲0% ＋10% ＋2%  ▲1%  ▲5% ＋6%  ▲2%  ▲7%  ▲11% ＋4%  ▲4%  ▲11%  ▲15% ＋3%  ▲5%  ▲12%  ▲16% ＋2%  ▲6%  ▲13%  ▲17% ＋1%  ▲9%  ▲15%  ▲19%
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● 成長シナリオ

年 基準年 2005 2010 2030

原発比率ケース － － － 0% 15% 20% 25% 35%（参考）

対策・施策ケース － － － 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位

産業部門 （百万t-CO2） 482 459 421 519 463 443 426 497 438 415 400 489 429 406 391 481 419 395 382 465 401 377 365
家庭部門 （百万t-CO2） 127 174 173 187 125 97 85 168 108 81 69 162 102 76 64 155 95 70 59 142 83 59 49
業務部門 （百万t-CO2） 164 236 217 299 204 150 132 273 180 127 110 264 172 120 102 254 163 112 94 236 145 97 80
運輸部門 （百万t-CO2） 217 254 232 214 178 165 153 213 175 161 149 213 174 160 148 212 173 159 147 211 171 156 144
エネルギー転換部門 （百万t-CO2） 68 79 80 103 90 75 69 94 78 63 59 92 74 60 55 89 70 56 51 83 61 48 44
エネルギー起源CO2計 （百万t-CO2） 1,059 1,203 1,123 1,322 1,059 930 865 1,245 979 848 787 1,219 952 822 762 1,190 919 791 733 1,137 861 737 681
非エネルギー起源 （百万t-CO2換算） 202 148 134 171 159 156 146 171 159 156 146 171 159 156 146 171 159 156 146 171 159 156 146
合計 （百万t-CO2換算） 1,261 1,351 1,257 1,493 1,218 1,087 1,011 1,416 1,138 1,004 933 1,390 1,111 978 908 1,361 1,078 947 879 1,308 1,020 893 827
合計 （基準年比） ＋7%  ▲0% ＋18%  ▲3%  ▲14%  ▲20% ＋12%  ▲10%  ▲20%  ▲26% ＋10%  ▲12%  ▲22%  ▲28% ＋8%  ▲15%  ▲25%  ▲30% ＋4%  ▲19%  ▲29%  ▲34%

● 慎重シナリオ

年 基準年 2005 2010 2030

原発比率ケース － － － 0% 15% 20% 25% 35%（参考）

対策・施策ケース － － － 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位 固定 低位 中位 高位

産業部門 （百万t-CO2） 482 459 421 483 428 409 393 461 404 382 368 454 396 374 360 446 386 364 351 432 369 346 335
家庭部門 （百万t-CO2） 127 174 173 187 124 96 83 167 106 79 67 161 100 73 62 153 92 66 56 140 79 55 45
業務部門 （百万t-CO2） 164 236 217 291 197 143 126 264 173 121 103 255 164 113 96 245 154 105 87 227 137 90 72
運輸部門 （百万t-CO2） 217 254 232 202 168 155 144 201 165 152 140 200 164 150 139 200 162 149 138 199 160 146 135
エネルギー転換部門 （百万t-CO2） 68 79 80 98 84 69 64 90 73 58 54 87 69 55 50 84 64 50 46 78 56 43 39
エネルギー起源CO2計 （百万t-CO2） 1,059 1,203 1,123 1,261 1,002 874 810 1,183 920 791 732 1,158 891 765 707 1,128 859 734 678 1,076 800 680 627
非エネルギー起源 （百万t-CO2換算） 202 148 134 166 154 152 141 166 154 152 141 166 154 152 141 166 154 152 141 166 154 152 141
合計 （百万t-CO2換算） 1,261 1,351 1,257 1,427 1,156 1,025 952 1,349 1,074 943 874 1,324 1,046 917 849 1,294 1,013 886 820 1,242 955 832 768
合計 （基準年比） ＋7%  ▲0% ＋13%  ▲8%  ▲19%  ▲25% ＋7%  ▲15%  ▲25%  ▲31% ＋5%  ▲17%  ▲27%  ▲33% ＋3%  ▲20%  ▲30%  ▲35%  ▲2%  ▲24%  ▲34%  ▲39%


